
　 A ： 順調に取り組んでおり、成果も上がっている。

B ： 段階的に取り組んでおり、成果も上がっている。

C ： 計画どおり取り組んでいるが、成果が上がっていない。

D ： 取り組みが一部停滞している。

E ： 取り組みに至っていない。

取 組 評 価 基 準

資料２

第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画
（令和４年度～令和８年度）　

令和7年度調査票

（令和６年度の取組内容・取組評価/令和７年度の取組目標）



目標 施策 方向性 事業№ 担当部署 事業名 事業内容 令和６年度の取組目標（数値目標等含む） 令和６年度の取組内容（数値実績等を含む） 評価 【評価C・D・Eの場合】今後の改善策等 令和７年度の取組目標（数値目標等含む）

1 市民協働推進課
１　協働のまちづくり担い手
　　育成事業（市民大学）

共に考え、教え合う双方向の学習形式を取り入
れ、対話型の授業を行います。高齢者がまちづく
りの担い手として活躍できるよう、より実践的な
内容のコースを設計します。

市民大学運営委員の高齢化に伴い、委員の世代交
代を行いながら、引き続き、協働のまちづくりの
担い手育成に繋がるようなコース設計に取り組む
よう支援を行って行きます。

「守谷を知るコース」、「いきいきシニアコー
ス」、「まちづくり協議会コース」の３コースを
実施し、協働のまちづくりの担い手育成に取り組
みました（受講者延数79人）。また、教室受講の
みではなくZoomを使用しての受講にも対応し、
受講生の受講ニーズにも対応したほか、「公開講
座」「市民科学ゼミ」も実施しました。世代交代
プロジェクトを実施し、運営委員の交代（5人）を
行いながら、運営の刷新に取り組みました。

A

「守谷を知るコース」「もりやいきいきコース」
「みんなのまちづくり入門コース」「みんなのま
ちづくり専門コース」の４講座及び「市民科学ゼ
ミ」「公開講座」の開催を支援します。

2 社会福祉協議会
２　ボランティアの確保
　　・育成

ボランティア養成講座や研修会を開催するほか、
ボランティア団体の交流会を実施します。

地域で実施する事業について、ボランティアを募
集し地域活動への参加のきっかけづくりを推進し
ます。

地域事業を実施する際に、協力者を意識し、つな
ぐことを心掛けています。その結果、団体・企
業、個人ボランティア等の参加する機会が多く
なっています。

B
引き続き、地域で実施する事業について、ボラン
ティアを募集し地域活動への参加のきっかけづく
りを推進します。

社会福祉協議会

社協ボランティア登録を依頼し、地域での活動に
つなげるような仕組みを構築します。登録者（団
体）で定期的な交流会や研修会を開催し登録者同
士のつながりを創ります。

ボランティアセンター機能を強化し、令和６年７
月より登録制度を開始しました。その結果、個人
ボランティア２０名、団体ボランティア７団体登
録いただきました。活動場所紹介や活動継続支援
等を行いました。

B

引き続き地域活動に参加するきっかけを支援し、
登録者数を増やし、登録者（団体）で定期的な交
流会や研修会を開催し登録者同士のつながりを創
ります。

市民協働推進課

市民活動支援センターが主体となり、もりや公益
活動促進協会助成金の周知やボランティア団体の
研修会を開催し、より多くの市民団体の活動を支
援します。

もりや公益活動促進協会助成金の事務局である市
民活動支援センターが中心となって、公益活動団
体への情報提供や情報共有の場を設けることで、
４5団体が助成金を活用できました。（令和５年度
実績３４団体）

A
社会福祉協議会と連携して、助成金等を通じてよ
り多くの公益活動団体が活動できるように支援し
ます。（数値目標：５０団体）

4 健幸長寿課
４　介護支援ボランティア
　　ポイント制度

高齢者が介護保険施設等でボランティア活動を
行った場合に、ポイントを付与し還元すること
で、生きがいや介護予防につなげます。

市ホームページや広報もりや等を活用し、制度を
周知することで、登録者数を増加させます。

広報もりや、シニアクラブイベント、SNSなど
様々な手段によって制度を周知しました。また、
地域福祉に関心が高い単位シニアクラブの会長２
０名に制度についてヒアリングを実施し、意見を
収集しました。
登録申請に必要な講座受講を、インターネットで
制度説明の動画視聴及び窓口で職員による説明で
も対応できるようにし柔軟に受付けできるように
しました。
その結果、会員数が２６名（前年度比＋２名）と
なりました。

B
引続き、制度の周知に努め登録者増加を目指しま
す。受入施設の新規開拓を行い、ボランティア希
望者が活動しやすい環境を構築します。

5 健幸長寿課 ５　手話通訳者育成事業
手話通訳者や手話奉仕専門員を育成するため、守
谷市聴覚障害者協会の協力を得て手話講座を開催
します。

茨城県聴覚障害者協会の講師派遣により全10回の
手話講習会を開催します。

茨城県聴覚障害者協会の講師派遣により全10回の
手話講習会を開催しました（参加者10名）。

A
守谷市聴覚障害者協会の業務委託により全21回の
手話奉仕員養成講座（入門編）を開催します。

6 健幸長寿課
６　地域介護予防活動
　　支援事業

介護予防に関するボランティア等の人材を育成す
るための研修や介護予防に資する地域活動組織支
援等を行い、地域での介護予防活動を推進します
（人づくり 環境づくり）。

今年度も継続して研修会や現地指導等を実施し、
活動を推進していきます。

認知症予防リーダー（20名）に対してフォロー
アップ研修を２回と現地指導２回を実施し、地域
での活動を推進しました。
活動実績：43回、延べ422名参加
敬老会等の大集団で2回実施（約800名程度）

B

新たに認知症予防リーダーとして活動できる人材
を10名程度養成し、自信を持って活動できるよう
に追加の研修も実施します。さらに新規の活動の
場所を開拓していきます。

7 健幸長寿課
７　認知症サポーター等
　　養成事業

認知症サポーター養成講座の企画・立案及び実施
を行うキャラバンメイトを養成するとともに、地
域や職域において認知症の人と家族を支える認知
症サポーターを養成します。

多世代（小学生・親子・高校生）や事業所に向
け、認知症サポーター養成講座を開催します。

認知症サポーター養成講座の企画・立案及び実施
ができるように、健幸長寿課職員が研修を受け、
新たに2人のキャラバンメイトが誕生しました。
認知症を正しく理解し、地域で見守る応援者とな
れるよう、大人だけでなく、小学生や親子など多
世代を対象に認知症サポーター養成講座を１0回実
施しました。（延べ２41人）
地域で声かけ訓練も含めて行う事もできました。

B

多世代（小学生・親子・高校生）や事業所に向
け、認知症サポーター養成講座を開催します。
認知症サポーターを対象に認知症サポータース
テップアップ講座を開催し、認知症サポーターと
しての活動範囲を広げるきっかけを作ります。

8 健幸長寿課
８　シルバーリハビリ体操
　　指導士３級養成講習会

市内において、３級指導士養成講習会を開催し、
シルバーリハビリ体操指導士の人材を確保しま
す。

3級指導士養成講習会を7～8月に開催し、あらた
な指導士を養成します。

3級指導士養成講習会を7～8月に開催し、あらた
な指導士を8名養成しました。

B
3級指導士養成講習会を7月に開催し、あらたな指
導士を養成します。

9 のびのび子育て課
９　ファミリーサポート
　　センター事業
　　（サポーター育成）

サポーターの増員を図るため、サポーター育成講
座（年２回実施予定）、サポーター研修（講習、
研修等）、フォローアップ講座を実施します。

サポーター増員のため、引き続き育成講座等を実
施し新たなサポータを獲得します。
数値目標：育成講座３回、フォローアップ講座１
回

サポーター育成のためにサポーター育成講座３
回、フォローアップ講座１回、サポーター交流会
を１回実施した。
取組結果：延べ32名が参加

B

サポーター増員のため、引き続き育成講座等を実
施し新たなサポーターを獲得します。
数値目標：育成講座３回、フォローアップ講座１
回

10 生涯学習課
１０　もりやコミュニティ・
　　　スクールボランティア
　　　バンク

地域において学校教育、文化、芸術、スポーツ等
の活動に優れた知識及び技能を有している市民等
を市内公立小中学校の求めに応じ紹介すること
で、学校における学習活動等を継続的に支援しま
す。

バンク登録者を増やすために、各団体（商工会・
市民活動支援センター・公民館等）を通じてチラ
シの配布や広報もりや・ホームページへの掲載、
市政情報モニターなどで周知を行います。
市内小中学校に対しては、校長会等で積極的な活
用や未登録者の方への登録依頼を行う。
数値目標：登録者数100名以上・活用者数1,800
名以上

バンク登録者をさらに増やすために、商工会・市
民活動支援センターや公民館等を通じて市内団体
へのチラシの配布、ホームページへの掲載及び市
内小中学校に対して、校長会等で積極的な活用や
未登録者の方への登録依頼を行いました。。
実績：学校ボランティア実施回数：1,691回・ス
クールボランティアバンク登録者内容ごとの活用
人数：807人

B

バンク登録者を増やすために、各団体（商工会・
市民活動支援センター・公民館等）を通じてチラ
シの配布や広報もりや・ホームページへの掲載、
市政情報モニターなどで周知を行う。
市内小中学校に対しては、校長会等で積極的な活
用や未登録者の方への登録依頼を行う。
数値目標：学校ボランティア実施回数：2,000
回・スクールボランティアバンク登録者内容ごと
の活用人数：9５0人

11 市民協働推進課
１　まちづくり協議会推進
　　事業（人的支援）

各地区の「まちづくり協議会」に市職員及び社会
福祉協議会職員を支援担当職員として配置して、
地区の活性化、課題解決などにつながる活動を支
援します。

引き続き「まちづくり協議会」に市職員及び社会
福祉協議会職員を配置し、新たな地域食堂（子ど
も食堂）の開設等の活動を支援します。

各地区の「まちづくり協議会」に市職員及び社会
福祉協議会職員を配置し、提案や活動支援を実施
することで、全地区において3つ以上の活動を実施
することができました。また、イベント等の実施
の際には、地区内に配置された地域担当職員を派
遣し、準備作業等において支援を行いました。

A

引き続き各地区の「まちづくり協議会」に市職員
及び社会福祉協議会職員を配置し、既存の活動の
展開を支援するとともに、新たな活動（地域食堂
（子ども食堂）の開設等）の実施を支援します。

12 市民協働推進課
２　まちづくり協議会推進
      事業（財政支援）

各地区の「まちづくり協議会」に交付金を交付し
て、地区の活性化、課題解決などにつながる活動
を支援します。

引き続き、10地区の「まちづくり協議会」に、活
動交付金を交付して、地区の活性化、課題解決な
どにつながる活動を支援します。

コロナ禍以前のように活動が活発化した地区が増
加しました。また、最後に設立された地区（令和
４年度）では、他の地区にはない、地域の特性
（子育て世代が多く居住）を踏まえ、子どもやそ
の保護者を対象としたワークショップ等の活動が
行われるなど、交付金が効果的に活用されまし
た。

A

引き続き、10地区の「まちづくり協議会」に、活
動交付金を交付し、地区の活性化、課題解決等に
つながる活動を支援します。
【予算額】
R5　30,069千円　／　R6　30,620千円
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ア活動を活性化します。
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13 市民協働推進課
３　まちづくり協議会推進
　　事業（活動拠点の支援）

各地区の「まちづくり協議会」が活動するための
拠点（事務所的な場所）を設け、地区の活性化、
課題解決などにつながる活動を支援します。

引き続き「まちづくり協議会」が活動するための
拠点（事務所的な場所）を設置すべく、設置場所
の検討や既存の公共施設等への提供を呼びかけま
す。

各地区の「まちづくり協議会」に継続して拠点を
提供することで、活動の活性化に寄与することが
できました。

A

引き続き「まちづくり協議会」が活動する拠点
（事務所的な場所）を提供するとともに、新たに
拠点や倉庫等を必要とする地区に対して、拠点設
置の検討や既存の公共施設等への提供等により支
援します。

14 市民協働推進課
４　もりや公益活動促進協会
　　との連携

市内の公益活動に対して、助成、団体の設立及び
運営のサポート、ネットワーク化促進などに関す
る活動を行う「もりや公益活動促進協会」と連携
し、市内の公益活動の発展を目指します。

もりや公益活動促進協会と、引き続き情報共有し
ながら、市内の公益活動団体の支援を行います。

より多くの公益活動団体に情報提供ができるよ
う、当該協会や市民活動支援センターと連携し、
広報もりやホームページをはじめ、それぞれの媒
体を活用して公益活動促進協会助成金の情報を発
信しました。
これに伴い、新規団体の助成金申請相談や公益活
動団体の活動の活性化や団体同士の連携につなげ
ることができました。

A

令和４年度から開始したもりや公益活動促進協会
助成金が３年を経過したため、より活用しやすい
制度になるように、もりや公益活動促進協会及び
市民活動支援センターと連携・協力し、制度の見
直しを行います。

- 健幸長寿課
５　介護支援ボランティア
　　ポイント制度※

高齢者が介護保険施設等でボランティア活動を
行った場合に、ポイントを付与し還元すること
で、生きがいや介護予防につなげます。

市ホームページや広報もりや等を活用し、制度を
周知することで、登録者数を増加させます。

広報もりや、シニアクラブイベント、SNSなど
様々な手段によって制度を周知しました。また、
地域福祉に関心が高い単位シニアクラブの会長２
０名に制度についてヒアリングを実施し、意見を
収集しました。
登録申請に必要な講座受講を、インターネットで
制度説明の動画視聴及び窓口で職員による説明で
も対応できるようにし柔軟に受付けできるように
しました。
その結果、会員数が２６名（前年度比＋２名）と
なりました。

B
引続き、制度の周知に努め登録者増加を目指しま
す。受入施設の新規開拓を行い、ボランティア希
望者が活動しやすい環境を構築します。

15 市民協働推進課
６　空き家等活用コミュニ
　　ティ推進事業助成

市内の自治会、町内会その他の団体が空き家等を
借り上げてコミュニティサロンを開設する空き家
等活用コミュニティ推進事業に対し、助成を行い
ます。

自治会、町内会その他の団体が、空き家等を借り
上げてコミュニティサロンを開設するため、家賃
の95％の助成を行います。

５地区においてコミュニティサロンを引き続き運
営するため、事業を継続しています。令和6年度
は、空き家の賃貸借契約の更新を迎える自治会・
町内会があったため、継続して運営できるように
支援を行いました。

A

自治会・町内会やその他の団体が、空き家等を借
り上げてコミュニティサロンを運営できるように
するため、引き続き家賃の95％の助成を行いま
す。また、広報もりや等により情報を発信し、制
度の利用を促進することで、コミュニティ活動の
活性化を図ります。

16 市民協働推進課
７　地域活動のための施設等
　　使用料助成

住民組織が身近で気軽に集まることのできる場所
を確保するため、施設等を使用する経費に対し、
助成を行います。

令和５年度末に、各自治会に対し調査（貸出可能
な会館を把握するための調査）を行いました。令
和６年度早々にこれを公表し、更なる利用促進を
行う予定です。

自治公民館等を所有していない自治会に対して、
施設を使用する経費を助成することで、自治会活
動の活性化を支援（１団体）することができまし
た。
また、令和５年度末に各自治会・町内会に対して
実施した調査（貸出可能な自治公民館等を把握す
るための調査）を基に、この結果を公表し、利用
可能な自治公民館等を周知しました。

A

自治公民館等を保有しない自治会・町内会のさら
なるコミュニティ活動の促進を図るため、区長業
務説明会や広報もりや等の機会・媒体を活用し、
制度の利用促進に向けて周知に取り組みます。

17 市民協働推進課
１　まちづくり協議会
　　推進事業

各地区の「まちづくり協議会」では、地区の活性
化、課題解決などにつながる活動に取り組んでい
ます。今後も、「守谷市まちづくり協議会支援員
制度」や「守谷市まちづくり協議会活動支援交付
金制度」等により、各地区の「まちづくり協議
会」の活動を推進します。

引き続き、各地区の「まちづくり協議会」に市職
員及び社会福祉協議会職員を配置し、提案や活動
支援を実施するともに、交付金を交付すること
で、守谷市全体の地域活動を支援して行きます。

各地区の「まちづくり協議会」に市職員及び社会
福祉協議会職員を配置し、提案や活動支援を実施
することで、全地区において3つ以上の活動を実施
することができました。また、イベント等の実施
の際には、地区内に配置された地域担当職員を派
遣し、準備作業等において支援を行いました。

A

引き続き各地区の「まちづくり協議会」に市職員
及び社会福祉協議会職員を配置し、既存の活動の
展開を支援するとともに、新たな活動（地域食堂
（子ども食堂）の開設等）の実施を支援します。

- 社会福祉協議会

社協ボランティア登録を依頼し、地域での活動に
つなげるような仕組みを構築します。登録者（団
体）で定期的な交流会や研修会を開催し登録者同
士のつながりを創ります。

ボランティアセンター機能を強化し、令和６年７
月より登録制度を開始しました。その結果、個人
ボランティア２０名、団体ボランティア７団体登
録いただきました。活動場所紹介や活動継続支援
等を行いました。

B

引き続き地域活動に参加するきっかけを支援し、
登録者数を増やし、登録者（団体）で定期的な交
流会や研修会を開催し登録者同士のつながりを創
ります。

- 市民協働推進課

市民活動支援センターが主体となり、もりや公益
活動促進協会助成金の周知やボランティア団体の
研修会を開催し、より多くの市民団体の活動を支
援します。

もりや公益活動促進協会助成金の事務局である市
民活動支援センターが中心となって、公益活動団
体への情報提供や情報共有の場を設けることで、
４5団体が助成金を活用できました。（令和５年度
実績３４団体）

A
社会福祉協議会と連携して、助成金等を通じてよ
り多くの公益活動団体が活動できるように支援し
ます。（数値目標：５０団体）

18 市民協働推進課 ３　地域活動団体広報紙発行

各地区の「まちづくり協議会」の活動内容の周知
と活動の輪を広げるため、各協議会が任意で広報
誌を発行しています。今後も、各地区の「まちづ
くり協議会」の活動を支援していきます。

引続き「まちづくり協議会」の各地区の広報紙や
HPをとおして市民への情報発信を図ります。

市内10地区（全地区）のまちづくり協議会におい
て広報紙を発行し、活動を周知することができま
した。

A

各地区の「まちづくり協議会」がその活動を市民
に周知し、地域の活性化と課題解決を図るため、
引き続き定期的に広報誌を発行し、情報発信を行
うことができるように支援します。

健幸長寿課
（地域包括支援ｾﾝ
ﾀｰ）

まちづくり協議会地域福祉部会等へ生活支援コー
ディネーターである社会福祉協議会職員とともに
出席し、高齢者に関する情報提供・意見交換を実
施。各地区で行われている支え合い活動の後方支
援を強化していきます。支え合い活動のほか、高
齢者の見守り活動として引き続き認知症サポー
ター養成講座と認知症声かけ模擬訓練を実施しま
す。

まちづくり協議会地域福祉部会等へ社会福祉協議
会及び健幸長寿課職員が出席し、高齢者に関する
情報提供・意見交換を実施しました。各地区で支
え合い活動が行われました。

B

まちづくり協議会地域福祉部会等へ生活支援コー
ディネーターである社会福祉協議会職員とともに
出席し、高齢者に関する情報提供・意見交換を実
施します。高齢者の見守り活動として引き続き認
知症サポーター養成講座や認知症声かけ模擬訓練
を実施します。

社会福祉協議会
引きつづき各地区担当者がかかわり、必要な関係
機関とつなぎ、活動を支援していきます。

地域事業を実施する際に、協力者を意識し、つな
ぐことを心掛けています。その結果、団体・企
業、個人ボランティア等の参加する機会が多く
なっています。

B
引きつづき各地区担当者がかかわり、必要な関係
機関とつなぎ、活動を支援していきます。

健幸長寿課
（地域包括支援ｾﾝ
ﾀｰ）

昨年度から社会福祉協議会に委託をしている生活
支援コーディネーターが地域に出ていき、それぞ
れの地域のニーズに合った支援を行えるよう後方
支援を行います。

生活支援コーディネーター業務を社会福祉協議会
職員に委託し、事業のサポートを行いました。関
係機関（市民協働推進課・社会福祉協議会・健幸
長寿課）との情報共有の会議を年に2回実施しまし
た。

B

社会福祉協議会に委託をしている生活支援コー
ディネーターが地域に出ていき、それぞれの地域
のニーズに合った支援を行えるよう後方支援を行
います。

社会福祉協議会

今年度は2点の情報収集に特に力を入れていきま
す。
１、地域のサロン情報の把握（まち協、支部社
協、個人で集まているetc）
２、インフォーマルサービス情報の収集

既存の社会資源等を把握し、可視化できる冊子を
作成し、情報提供しました。必要時には関係機関
とつなぎ活動を支援しました。

B
引き続き、職員が地域資源を活用し活動しつなぐ
意識を持ち、協働で活動を支援します。
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１　生活支援体制整備事業
　　（まちづくり協議会
　　　地域福祉部会での
　　　情報共有の話し合い
　　　の場の設置）

守谷市における生活支援コーディネーターは、守
谷市地域福祉計画及び守谷市地域福祉活動計画を
理解し、６地区の地域性や地域資源を把握した上
で、地域の関係者同士をつなぐ役割を担います。
本計画期間中は、主に地域のニーズや課題の把握
に努め、その内容を地域での助け合いの仕組みづ
くりや介護予防・日常生活支援総合事業の充実に
反映させていきます。

日常生活圏域＊（６圏域）ごとに設立されている
まちづくり協議会地域福祉部会（仮称）を基盤と
して各地区における高齢者に関する情報共有や支
え合いの活動などの取組が推進できるようにしま
す。

19

20

２　ボランティア活動の
　　支援※

ボランティア活動に関する情報提供や活動場所の
支援を行うことにより、市民がボランティア活動
に参加できる環境を整えるとともに、ボランティ
ア活動を活性化します。

２　生活支援コーディネー
　　ターの配置
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

21
健幸長寿課
（社会福祉協議会）

３　茨城型地域包括ケア
　　システムを活用した支援
　　（単独の制度では対応
　　　できないケース支援）

単独の支援機関では対応が難しい複雑化・複合化
した課題に対して、どのようなサービスが必要か
を各機関の関係者が話し合うサービス調整会議を
行い、実際に必要なサービスを提供する地域住民
やボランティア、民生委員・児童委員、保健・医
療・福祉の関係者がチームを組み支援していく在
宅ケアチームを編成し、支援を実施します。

地域ケアシステムサービス調整会議の内容の充実
化、対象者へ対応時間の確保等を図り、より一層
の支援につなげます。

年間延べ相談件数４０９件　支援者数９４名　ケ
アチーム数４９。２か月毎ごとにサービス調整会
議を開催し、困難事例検討や講演会開催について
話し合いをしました。市役所大会議室にて地域ケ
ア講演会「親亡き後の備えについて」行政書士花
村秋洋氏による講演会を開催しました。参加数６
３名。後日社協HPにユーチューブで講演会内容を
投稿しました。

B
地域ケアシステムサービス調整会議の内容の充実
化、対象者へ対応時間の確保等を図り、より一層
の支援につなげます。

22 のびのび子育て課
４　ファミリーサポート
　　センター事業

市が設置するもりやファミリーサポートセンター
では、育児の援助を受けたい人（利用会員）と、
育児の援助を行いたい人（サポーター会員）との
相互援助活動（子どもの預かりや送迎など）に関
する連絡・調整を実施しています。

相互援助活動継続のため、事業の実施内容の周知
活動を幅広く実施し、事業の利用につなげます。
数値目標：援助回数１,４００件以上

相互援助活動のためにアドバイザーが利用者とサ
ポーターとの連絡調整を行い、年間をとおして援
助を行いました。
取組結果：在宅援助８３８件　施設援助６８６件
土日祝日利用１６件

B
相互援助活動継続のため、事業の実施内容の周知
活動を幅広く実施し、事業の利用につなげます。
数値目標：援助回数１,４００件以上

23
社会福祉協議会
（在宅福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝ
ﾀｰ）

５　ほほえみサービス

高齢者や身体の不自由な人、産前産後の人の日常
生活上の負担を少しでも軽くするために、“たす
けあいの心”を持った地域の人々の協力により行
う会員方式の有償福祉サービスを実施していま
す。

協力会員登録はしているが、働いているため時間
がない方が多いことから、担当者が変わったおあ
いさつも兼ね、協力員の交流会を開催します。
新たな協力員を募集するために講座を開催しま
す。地域に出向いた際に、高齢者の担い手につい
て発掘することも検討します。

協力会員創生講座　１６名参加
協力会員交流会　　　６名参加　　　　　　　総
活動時間　　３６８時間　　　　　　　　　協力
会員数１４名　利用会員数　１７名
社協だよりにて広報活動、ちいすけいばらき開催
時に事業説明後１名協力会員登録いただきまし
た。地域の助け合いの会と情報共有と連携し２案
件をつなぎました。

B
地域の助け合いの会との情報共有・連携を強化す
るために、市内助け合いの会ネットワークを構築
します

24 社会福祉課
６　民生委員・児童委員
　　による支援

民生委員・児童委員の役割や活動について広く周
知を図り、身近な地域で相談が受けられるように
します。

前年度に引き続き、地域のイベントに参加し、福
祉相談窓口を設置することで、民生委員活動の活
性化を図ります。
（数値目標）福祉相談窓口の設置回数：５回

北守谷地区まちづくり協議会の「ぶらぶら亭」、
「くわがた亭」に福祉相談窓口を設置し、民生委
員活動のPR等を行いました。また、５月の強化月
間にあわせて、広報誌に民生委員児童委員の記事
を掲載しました。（取組結果）窓口の設置回数：
４回、広報誌の掲載：１回

B

引き続き、地域イベントへの参加による福祉相談
窓口の設置を行い、活動の活性化を図ります。ま
た、民生委員児童委員の一斉改選に伴うPRについ
ても広報誌、HP等を通じて行います。（数値目
標）福祉相談窓口の設置回数：２回、広報誌の掲
載：２回

- 市民協働推進課
７　まちづくり協議会推進
　　事業※

各地区の「まちづくり協議会」では、地区の活性
化、課題解決などにつながる活動に取り組んでい
ます。今後も、「守谷市まちづくり協議会支援員
制度」や「守谷市まちづくり協議会活動支援交付
金制度」等により、各地区の「まちづくり協議
会」の活動を推進します。

引き続き、各地区の「まちづくり協議会」に市職
員及び社会福祉協議会職員を配置し、提案や活動
支援を実施するともに、交付金を交付すること
で、守谷市全体の地域活動を支援して行きます。

各地区の「まちづくり協議会」に市職員及び社会
福祉協議会職員を配置し、提案や活動支援を実施
することで、全地区において3つ以上の活動を実施
することができました。また、イベント等の実施
の際には、地区内に配置された地域担当職員を派
遣し、準備作業等において支援を行いました。

A

引き続き各地区の「まちづくり協議会」に市職員
及び社会福祉協議会職員を配置し、既存の活動の
展開を支援するとともに、新たな活動（地域食堂
（子ども食堂）の開設等）の実施を支援します。

- 市民協働推進課
１　まちづくり協議会推進
　　事業※

各地区の「まちづくり協議会」では、地区の活性
化、課題解決などにつながる活動に取り組んでい
ます。今後も、「守谷市まちづくり協議会支援員
制度」や「守谷市まちづくり協議会活動支援交付
金制度」等により、各地区の「まちづくり協議
会」の活動を推進します。

引き続き、各地区の「まちづくり協議会」に市職
員及び社会福祉協議会職員を配置し、提案や活動
支援を実施するともに、交付金を交付すること
で、守谷市全体の地域活動を支援して行きます。

各地区の「まちづくり協議会」に市職員及び社会
福祉協議会職員を配置し、提案や活動支援を実施
することで、全地区において3つ以上の活動を実施
することができました。また、イベント等の実施
の際には、地区内に配置された地域担当職員を派
遣し、準備作業等において支援を行いました。

A

引き続き各地区の「まちづくり協議会」に市職員
及び社会福祉協議会職員を配置し、既存の活動の
展開を支援するとともに、新たな活動（地域食堂
（子ども食堂）の開設等）の実施を支援します。

25 健幸長寿課
２　成年後見制度地域連携
　　ネットワークの構築

相談対応、後見人受任者調整、家庭裁判所との連
携等の機能を持つ中核機関や中核機関における課
題等を話し合う協議会の設置に向けた検討を行い
ます。地域全体で権利擁護＊に取り組むための司
法・介護・福祉・行政等の関係機関によるネット
ワーク会議等の開催や関係機関との情報共有を図
る地域連携ネットワークの整備を進めていきま
す。

成年後見制度利用促進協議会を設置し、中核機関
における課題を整理し、検討を行います。
権利擁護機関連絡会（４回）を開催し、権利擁護
に関するネットワークを整備を進め連携を強化し
ます。

成年後見制度利用促進協議会を開催し、中核機関
における課題を整理し、検討を行いました。
また、権利擁護機関連絡会（４回）を開催し、権
利擁護に関する関係機関での情報共有や意見交換
をし、連携を強化しました。

B

成年後見制度利用促進協議会を開催し、成年後見
利用促進のための地域連携ネットワークの運営や
中核機関における課題等を協議します。
権利擁護機関連絡会（４回）を開催し、権利擁護
に関するネットワークを整備を進め連携を強化し
ます。

26 健幸長寿課
３　医療機関と介護事業所
　　間の人的ネットワークの
　　強化

取手市医師会管内の医療機関と介護事業所等によ
る研修会を開催し、顔の見える関係づくりを図り
ます。

取手市医師会管内の医療機関、介護事業所等の代
表者とで構成したワーキンググループで多職種研
修会（２回）を開催します。

取手市医師会管内の医療機関、介護事業所等の代
表者とで構成したワーキンググループで多職種研
修会（２回）を開催しました。

B
取手市医師会管内の医療機関、介護事業所等の代
表者とで構成したワーキンググループで多職種研
修会（２回）を開催します。

27 のびのび子育て課
４　守谷市子ども家庭支援
　　ネットワーク協議会

要保護児童等に関する情報交換・関係機関の連携
及び協力の推進に関する協議、広報・啓発活動を
行います。

代表者会議を年１回、実務者会議を年２回、進行
管理会議を年４回開催し、情報交換を行います。
また、支援の必要なこどもに対する理解を深める
ための研修会を行い、より一層の連携体制と支援
体制を構築していきます。

代表者会議を年１回、実務者会議を年２回、進行
管理会議を年４回行い、情報交換を行いました。
実務者会議のうち１回は、支援の必要な家庭に対
する理解を深めるための研修を行い、より一層の
連携体制と支援体制を構築していきます。

B

代表者会議を年１回、実務者会議を年２回、進行
管理会議を年４回開催し、情報交換を行います。
また、支援の必要なこどもに対する理解を深める
ための研修を行い、より一層の連携体制と支援体
制を構築していきます。

28 健幸長寿課
５　徘徊高齢者等ＳＯＳ
　　ネットワーク事業

地域における認知症高齢者の見守り体制である
「守谷市徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク＊」を
活用し、徘徊により行方不明となった高齢者等の
早期発見や迅速な身元判明につなげることで、高
齢者等の安全確保と家族の負担軽減を図ります。
引き続き、広報紙等による「守谷市みまもりシー
ル＊」についての周知を徹底するとともに、介護
支援専門員等の協力を得て家族への働き掛けを行
い、事業への登録を促進します。

認知症声かけ模擬訓練時等において、認知症高齢
者等SOSネットワーク事業の周知の実施します。
地域包括支援センターや市内居宅介護支援事業所
向けに随時周知を行い、事業対象者の登録につな
げていきます。見守り協定事業所の拡大を図り、
地域の見守り体制を強化します。

9月13日及び10月23日に認知症高齢者声かけ模
擬訓練を実施し、SOSネットワーク事業の周知を
行いました。
また、認知症高齢者声かけ模擬訓練において、地
域包括支援センターに訓練実施者として参加いた
だきました。
・情報発信（捜索協力）4件
・新規登録24名
・登録後５年超過の方の確認作業を行い、再登録
または抹消手続きにより登録者を更新しました。
（再登録8名・抹消54名）

B

認知症声かけ模擬訓練時等において、認知症高齢
者等SOSネットワーク事業の周知を実施します。
地域包括支援センターや市内居宅介護支援事業所
向けに随時周知を行い、事業対象者の登録につな
げていきます。見守り協定事業所の拡大を図り、
地域の見守り体制を強化します。また、見守り
シールの更新に伴い、ホームページ等で周知を行
います。

29 市民協働推進課
６　自治会・町内会まるごと
　　ミーティング

市内158自治会・町内会の情報交換の場として
「自治会・町内会まるごとミーティング」を開催
し、自治会・町内会の活動を促進します。

「自治会・町内会まるごとミーティング」の開催
方法やテーマの設定について、自治会連絡協議会
の意見を集約しながらより良い方法で実施しま
す。

令和６年度は講師に長谷川幸介先生を招き、自治
会・町内会活動について講演してもらいました。
その後各自治会・町内会での課題等をワールドカ
フェ形式で意見交換をしてもらいました。

A
守谷市自治会連絡協議会と協力しながら、より各
自治会・町内会活動の活動が活性化するような
テーマ設定や方法を検討していきます。
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

健幸長寿課
広報もりやでの周知と、運動を習慣化させるため
の運動教室を開催します。

運動教室（24回）を開催しました。また、運動習
慣をつけるきっかけとなるよう、スポーツジムの
利用補助を23名に行いました。

B
運動を習慣化させるための運動教室を開催しま
す。また、運動習慣のきっかけづくりとして、ス
ポーツジムの利用補助を継続します。

保健予防課

特定健康診査、後期高齢者医療健康診査、健康づ
くり健康診査の結果で保健指導が必要な方を対象
に、生活習慣や食生活、運動について結果相談会
を実施します。
相談会：12回
日常に運動を取り入れるきっかけとなる運動教室
を開催します。
数値目標：延参加人数60人以上

特定健康診査、後期高齢者医療健康診査、健康づ
くり健康診査の結果で保健指導が必要な方を対象
に、生活習慣や食生活、運動について結果相談会
を実施
結果相談会：1４回
女性を対象とした「体を整える」ことを目的とし
た運動教室を実施しました。
取組実績：実施回数２回　延参加人数33人

C

運動教室は28名の方の申込があったが、教室
当日の参加者は1回目20名、2回目13名でし
た。参加者へのアンケートでは、内容への満
足度は概ね高かったが、教室開始前にキャン
セルされる方も多く、ニーズや開催時期など
十分に検討する必要があります。

特定健康診査、後期高齢者医療健康診査、健康づ
くり健康診査の結果で保健指導が必要な方を対象
に、生活習慣や食生活、運動について結果相談会
を実施します。
相談会：15回
日常に運動を取り入れるきっかけとなる運動教室
を開催します。
数値目標：延参加人数60人以上

31 健幸長寿課 ２　介護予防把握事業
要介護・要支援状態に移行するおそれのある高齢
者を早期に把握し、介護予防活動への参加につな
げます。

７５歳を対象に基本チェックリストを発送し、回
答があった方に対して結果票を送付します。結果
に応じ、電話にて生活状況の確認をし、介護予防
事業等の紹介を行います。

75歳を対象（967名）に基本チェックリストを発
送し、回答があった方（860名）に対して結果票
を送付しました。結果に応じ、電話にて生活状況
の確認をして、介護予防事業等の紹介を行いまし
た。また、未返送者77名に対し、訪問を実施しま
した。

B

81・82歳を対象に基本チェックリストを発送
し、回答があった方に対して結果票を送付しま
す。またその結果に応じて生活状況の確認や介護
予防事業の紹介を行います。

32 健幸長寿課 ３　介護予防普及啓発事業

市民に、幅広く介護予防に関する知識を理解して
もらうことを目的として、介護予防に資する基本
的な知識を普及啓発するためのパンフレット等の
作成及び配布、介護予防に資する基本的な知識を
普及啓発するための有識者等による講演会や専門
職による相談会等を開催します。また、介護予防
の普及啓発に資する運動、高齢者の低栄養や肺炎
予防等につなげるための栄養、口腔等に係る専門
職による出前講座や介護予防教室の開催等による
介護予防を推進します。
６地区の地域特性を踏まえたフレイル＊予防教室
を展開します。

・専門職による出前講座やミニ講座（げんき館、
サロンでの健幸ちょこっと小話）を実施します
・介護予防普及啓発講演会を実施します
・公園を活用したあおぞら運動教室やシニア運動
教室（体力測定、運動指導）を実施します
・市広報紙に介護予防に関する記事を6回/年掲
載。
・クックパッドを活用し、介護予防に関するレシ
ピを提供。

・専門職による出前講座（サロン・シニアクラブ
等の要請により実施）を37回/582人に実施しま
した。
・専門職によるミニ講座（げんき館、サロンでの
健幸ちょこっと小話）を98回/1959人に実施し
ました。
・介護予防普及啓発講演会を男性向け3回/44人、
女性向け1回／32人に実施しました。
・公園を活用したあおぞら運動教室を18回/延べ
346人に実施しました。
・シニア運動教室（体力測定、運動指導）を12回
/123人に実施しました。
・クックパッドを活用し、介護予防に関するレシ
ピ11品を提供しました。

B

・専門職による出前講座やミニ講座（げんき館、
サロンでの健幸ちょこっと小話）を実施します。
・介護予防普及啓発講演会を実施します。
・公園を活用したあおぞら運動教室やシニア運動
教室（体力測定、運動指導）を実施します。
・クックパッドを活用し、介護予防に関するレシ
ピを提供します。

- 健幸長寿課
４　地域介護予防活動支援
　　事業※

介護予防に関するボランティア等の人材を育成す
るための研修や介護予防に資する地域活動組織支
援等を行い、地域での介護予防活動を推進します
（人づくり 環境づくり）。

今年度も継続して研修会や現地指導等を実施し、
活動を推進していきます。

認知症予防リーダー（20名）に対してフォロー
アップ研修を２回と現地指導２回を実施し、地域
での活動を推進しました。
活動実績：43回、延べ422名参加
敬老会等の大集団で2回実施（約800名程度）

B

新たに認知症予防リーダーとして活動できる人材
を10名程度養成し、自信を持って活動できるよう
に追加の研修も実施します。さらに新規の活動の
場所を開拓していきます。

33 健幸長寿課
５　地域リハビリテーション
　　活動支援事業

作業療法士がサロンや講座等における市民への介
護予防に関する技術的助言を行います。また、介
護職員等への介護予防に関する技術的助言及び地
域ケア会議＊やサービス担当者会議におけるケア
マネジメント支援等、介護予防の取組を総合的に
強化します。

・作業療法士等のリハビリテーションの専門職が
生活機能相談として、介護支援専門員や地域包括
支援センター職員とともに家屋評価等を実施しま
す。
・地域ケア個別会議に出席し、自立支援を目的に
助言、ケアマネジメントの支援を行います。

・リハビリの専門職が生活機能相談として、介護
支援専門員や地域包括支援センター職員と同行訪
問し、家屋評価を含めた助言を16件/年実施しま
した。
・地域ケア個別会議に出席し、自立支援を目的に
助言、ケアマネジメントの支援を12回/年実施し
ました。

B

・作業療法士等のリハビリテーションの専門職が
生活機能相談として、介護支援専門員や地域包括
支援センター職員とともに家屋評価等を実施しま
す。
・地域ケア個別会議に出席し、自立支援を目的に
助言、ケアマネジメントの支援を行います。

34 保健予防課 ６　重症化予防
重症な循環器疾患を発症するリスクが高い医療未
受診者に対し、受療行動を促進する保健指導を実
施し、疾病の重症化を予防します。

特定健康診査、後期高齢者医療健康診査、健康づ
くり健康診査を受診し、血圧、血糖値、脂質、尿
たんぱくの値が重症化予防受療勧奨値で未受診の
方を対象に、受療行動促進モデルに沿って保健指
導を実施します。
数値目標：保健指導実施率100％

特定健康診査、後期高齢者医療健康診査、健康づ
くり健康診査を受診し、血圧、血糖値、脂質、尿
たんぱくの値が重症化予防受療勧奨値で未受診の
方を対象に、受療行動促進モデルに沿って保健指
導を実施しました。
数値実績：保健指導実施率100％

A

特定健康診査、後期高齢者医療健康診査、健康づ
くり健康診査を受診し、血圧、血糖値、脂質、尿
たんぱくの値が重症化予防受療勧奨値で未受診の
方を対象に、受療行動促進モデルに沿って保健指
導を実施する。
数値目標：保健指導実施率100％

35 保健予防課 ７　食生活改善推進事業
市民が健康づくりに関する食についての知識を身
に付けるために、子どもから高齢者まで幅広い世
代に対して食育推進活動を実施します。

・乳幼児健康診査時に生活習慣病予防のための食
についてのチラシを配布
・3歳５か月児健康診査時の食育活動（25回）
・市内小学校の児童クラブで食育出前講座を実施
（9校）
・親子料理教室（2回）、食育お役立ちクッキング
講座（2回）、ヘルシークッキング講座（2回）、
男性のための料理教室（1回）の開催
・「食育の日」推進活動（10回）
・集団健康診査時と骨粗しょう症予防教室・健診
時の食育活動（4回）
・伝達講習会の実施（随時）

・乳幼児健康診査時に生活習慣病予防のための食
についてのチラシを配布
・3歳５か月児健康診査時の食育活動（24回、
982人）
・市内小学校の児童クラブで食育出前講座を実施
（9校、266人）
・親子料理教室（2回、38人）、食育お役立ち
クッキング講座（1回、9人）、ヘルシークッキン
グ講座（2回、46人）、男性のための料理教室
（1回、10人）の開催
・「食育の日」推進活動（10回、988人）
・集団健康診査時と骨粗しょう症予防教室・健診
時の食育活動（4回、474人）
・伝達講習会の実施（6回、63人）

A

・乳幼児健康診査時に生活習慣病予防のための食
についてのチラシを配布
・3歳５か月児健康診査時の食育活動（16回）
・市内小学校の児童クラブで食育出前講座を実施
（9校）
・親子料理教室（3回）、ヘルシークッキング講座
（2回）、男性のための料理教室（1回）の開催
・「食育の日」推進活動（10回）
・集団健康診査時と骨粗しょう症予防教室・健診
時の食育活動（4回）
・伝達講習会の実施（随時）

36 保健予防課
８　こころの健康に関する
　　理解促進・啓発活動の
　　実施

市広報紙や市ホームページ、健診やイベント等の
機会を利用して、こころの健康についての理解促
進や啓発活動を実施します。

・広報誌、ホームページでこころの健康に関する
情報提供（広報：年１回／HP：通年）
・アルコール依存等に関する街頭啓発を実施（１
回／イオンタウン守谷）
・新規職員、乳幼児健康診査・特定健康診査の受
診者、献血協力者等にゲートキーパー、自殺予
防、相談窓口等の啓発活動を実施

こころの健康相談を実施
・定例相談日は月１回、その他随時相談を受け付
けています。
・対象者は10代～80代と幅広く、相談内容は精
神疾患に関することや、生活上の不安、家族内の
対応等、多岐に渡ります。
【実績】
電話185件、面接４１件、訪問2件　他機関との
連携支援43件本人、家族、関係機関を対象に相談
対応を実施しました。

A

・広報誌、ホームページでこころの健康に関する
情報提供（広報：年１回／HP：通年/X  随時）
・アルコール依存等に関する街頭啓発を実施（１
回／イオンタウン守谷）
・乳幼児健康診査・特定健康診査の受診者、献血
協力者等にゲートキーパー、自殺予防、相談窓口
等の啓発活動を実施します。

37 健幸長寿課
９　シルバーリハビリ体操
　（パタカ）推進事業

シルバーリハビリ体操指導士を養成し、シルバー
リハビリ体操（パタカ）の普及に努めます。

シルバーリハビリ体操推進事業委託（市民との協
働事業）し、体操活動を実施します。

シルバーリハビリ体操推進事業委託（市民との協
働事業）し、体操活動を1,497回/15,170人に実
施しました。

B
シルバーリハビリ体操推進事業委託（市民との協
働事業）し、体操活動を実施します。

38
健幸長寿課
（社会福祉協議会）

１０　生きがい活動支援通所
　　　事業（げんき館）

虚弱と認められた高齢者に対し、げんき館やミ・
ナーデげんき館通所による高齢者同士の交流、日
常生活動作訓練、趣味活動等の各種サービスを提
供することにより、社会的孤立感の解消及び自立
した生活の助長を図ります。

生きがい活動支援通所事業（げんき館）を実施
し、高齢者の生きがい活動を支援します。

コロナ禍で中止していた外出訓練や運動会を再開
しました。「健康すごろく」を作成し楽しみなが
ら体操を行っています。また、曜日ごとに季節の
壁画を作成したり、利用者の得意なことを活かし
たプログラムを取り入れる等の生きがいづくりや
役割確保に努めました。利用者登録数３９名　延
べ利用者数　１，１５９名

B

高齢化やコロナ禍での休止が続き、利用者数が減
少しています。魅力あるげんき館を目指し、健幸
長寿課に協力をいただき、転入者へのPRを行いま
す。

30

高血圧や糖尿病といった生活習慣病は、認知症発
症のリスクが高くなるため、生活習慣病の予防が
必要な人への指導を強化していきます。
運動の習慣は、認知機能を向上させ、認知症のリ
スクを低下させるため、効果的な運動について普
及していきます。

１　認知症の発症予防
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

健幸長寿課 専門職による出前講座やミニ講話等を開催
専門職による出前講座やミニ講話等を開催しまし
た。
38か所、1,630人／136回

B
専門職による出前講座やミニ講話等を開催しま
す。

保健予防課

後期高齢者医療保険事業担当部署（主管課:保健予
防課）が介護予防担当（健幸長寿課）・後期高齢
者医療主管課（国保年金課）・介護保険主管課
（介護福祉課）との連携・協働し、①生活習慣病
重症化予防等の個別指導、②健康状態不明者に対
して必要なサービスにつなぐ個別指導、③サロ
ン・シニアクラブなどの通いの場において、フレ
イル予防の啓発活動・健康教育を行います。
【予定】
①低栄養予防30名、糖尿病性腎臓病重症化予防９
名、その他の生活習慣病重症化予防45名。
②健康状態不明者対策1５0名。
③39箇所・1,500人に実施予定

　後期高齢者保健事業担当部署（主管課:保健予防
課）が介護予防担当（健幸長寿課）及び後期高齢
者医療主管課（国保年金課）との連携・協働で、
①生活習慣病重症化予防等の個別指導、②健康状
態不明者に対して必要なサービスにつなぐ個別指
導、③サロン・シニアクラブなどの通いの場にお
いて、フレイル予防の啓発活動・健康教育を行い
ました。
【実績】
①低栄養予防33名、糖尿病性腎臓病重症化予防６
名、その他の生活習慣病重症化予防75名。
②健康状態不明者対策122名。
③38箇所・1,630人に実施

A

後期高齢者医療保健事業担当部署（主管課:保健予
防課）が介護予防担当（健幸長寿課）・後期高齢
者医療主管課（国保年金課）・介護保険主管課
（介護福祉課）との連携・協働し、①生活習慣病
重症化予防等の個別指導、②健康状態不明者に対
して必要なサービスにつなぐ個別指導、③サロ
ン・シニアクラブなどの通いの場において、フレ
イル予防の啓発活動・健康教育を行います。
【予定】
①低栄養予防35名、糖尿病性腎臓病重症化予防
10名、その他の生活習慣病重症化予防75名。
②健康状態不明者対策1５0名。
③39箇所・1,650人に実施予定

40 保健予防課
１　健康診査（特定健康
　　診査・後期高齢者
　　医療健康診査）の実施

生活習慣病の予防や重症化予防に向けて健診の受
診率向上に努めます。

特定健診受診率向上のため、ナッジ理論を活用し
た受診勧奨通知の送付を実施します。
数値目標：送付回数３回
特定健康診査受診率50％
予約システムの充実を図る。

特定健診受診率向上のため、ナッジ理論を活用し
た受診勧奨通知の送付を実施しました。
数値実績：送付回数３回
特定健康診査受診率令和5年度法定報告は48.6％
(令和6年度法定報告は未)
健診予約システムはWeb、電話双方で予約可能な
体制を整備し、実施しました。

B

特定健診受診率向上のため、ナッジ理論を活用し
た受診勧奨通知の送付を実施します。
数値目標：送付回数３回
特定健康診査受診率50％
健診予約システムをリニューアルし、さらに使い
やすい体制を構築します。

41 保健予防課
２　健診結果相談会等
　　フォロー事業

各健康診査後の保健指導を保健師・栄養士が行
い、生活習慣病予防のための生活習慣の見直しや
医療機関に受診を促すことで、重症化を予防しま
す。

集団健診を受け、重症化予防受療勧奨値で未受診
の者に対し、受領行動促進モデルに沿い保健指導
を実施します。
数値目標：保健指導実施率100％
集団健診の結果通知に健診結果相談会の案内を同
封し、予約制で希望者に対し保健師・管理栄養士
による保健指導を実施する。
数値目標：14日実施　相談人数95人以上

集団健診を受け、重症化予防受療勧奨値で未受診
の者に対し、受療行動促進モデルに沿い保健指導
を実施しました。
数値実績：保健指導実施率100％
集団健診の結果通知に予約制の健診結果相談会の
案内を同封し、希望者に対し市内各所で保健師・
管理栄養士による保健指導を実施しました。。
数値実績：14日実施　相談人数74人

C

健診結果相談会の参加者が固定化されてお
り、新規相談者の開拓ができていない。電話
での健康相談はある一定の需要がある。
結果相談会の周知の強化を図るとともに、相
談しやすい体制を、実施形態も含め検討して
いく必要がある。

集団健診を受け、重症化予防受療勧奨値で未受診
の者に対し、受療行動促進モデルに沿い保健指導
を実施します。
数値実績：保健指導実施率100％
集団健診の結果通知に予約制の健診結果相談会の
案内を同封し、市内各所で面接による保健師・管
理栄養士による保健指導を実施するとともに、
ニーズに応じ電話での相談も積極的に展開してい
く。
数値目標：相談会17日実施　延相談人数100人

42 おやこ保健課 ３　乳幼児健診

３～４か月児健診、１歳６か月児健診、３歳５か
月児健診を定期的に実施しています。その際に
は、発育・発達のチェック、子育て相談などを
行っています。

発育・発達のチェック、子育て相談のため、３～
４か月児健診２４回、１歳６か月児健診２８回、
３歳５か月児健診３０回を実施予定。

３～４か月児健康診査（24回、１歳６か月児健康
診査( 28回）、３歳５か月児健康診査（３0回）
を実施した。その際には、発育・発達のチェッ
ク、子育て相談などを実施した。

A
発育・発達のチェック、子育て相談のため、３～
４か月児健診２４回、１歳６か月児健診２４回、
３歳５か月児健診２８回を実施予定。

43 おやこ保健課 ４　育児健康フォロー事業

３～４か月児、１歳６か月児、３歳５か月児の定
期健診において、発育・発達の経過を確認するこ
とで、すこやかな発達を支援し、保護者の不安の
軽減や早期療育につなげていきます。

定期健康診査において発育・発達に今後もフォ
ローが必要だと考えられたかたや保護者の不安や
困り感への相談の場として、発達相談会１１７
回、ぽかぽか教室１１回、ペアレントトレーニン
グ（講演会１回、トレーニングコース５回、フォ
ローアップ１回）を実施予定。

定期健康診査で、今後も発育・発達にフォローが
必要だと考えられるお子さんと保護者に対して、
発達相談会（延べ176名参加）、ぽかぽか教室
（延べ69名参加）、ペアレントトレーニング(講演
会１回２１名参加、トレーニングコース５回延べ
２５名参加、フォローアップ１回３名参加）を実
施しました。

A

定期健康診査で、今後も発育・発達にフォローが
必要だと考えられるお子さんと保護者に対して、
発達と育児相談の場として、発達相談会111回、
ぽかぽか教室１１回、ペアレントトレーニング
（講演会１回、トレーニングコース５回、フォ
ローアップ１回）を実施予定。

44 保健予防課 ５　がん検診の実施
各種がん検診を行い疾病の早期発見・早期治療に
努めます。

肺・胃・大腸・乳・子宮・前立腺がん検診を実施
します。
数値目標：受診者数　肺5,300人　胃1,350人
大腸2,300人　子宮2,200人　乳2,100人　前立
腺1,200人以上

肺・胃・大腸・乳・子宮・前立腺がん検診を実施
しました。
数値実績：受診者数　肺5,603人　胃1,222人
大腸2,495人　子宮2,417人　乳2,164人　前立
腺1,254人

C

集団健診で肺・胃・大腸、個別医療機関健診
で乳・子宮・前立腺がん検診を実施している
が、受診率は肺がんを除き県内でも低い水準
である。受診につながる勧奨方法の検討と、
受診しやすい環境整備をする必要がある。

がん検診受診率向上のため、受診勧奨通知を送付
します。
肺・胃・大腸・乳・子宮・前立腺がん検診を実施
します。
数値目標：受診者数　肺5,６50人　胃1,250人
大腸2,500人　子宮2,450人　乳2,200人　前立
腺1，270人以上

45 保健予防課 ６　歯周疾患医療機関検診
口腔機能の維持・向上及び歯の喪失の防止のた
め、40歳、50歳、60歳、70歳の市民に対し、
歯周疾患検診を実施します。

守谷歯科医師会に委託し、歯周疾患検診を実施し
ます。
数値目標：健診受診者数140人

守谷歯科医師会に委託し、歯周疾患検診を実施し
ました。
数値実績：健診受診者数166人

A
守谷歯科医師会に委託し、歯周疾患検診を実施し
ます。
数値目標：健診受診者数155人

46 保健予防課 ７　保健指導の実施
血圧・血糖値等が高く医療機関への受診が必要な
人への指導を強化し、生活習慣病の重症化予防に
努めます。

集団健診の結果、血圧：血糖値・LDLコレステ
ロール・尿蛋白がハイリスク基準に該当する者に
対し保健指導を実施します。
数値目標：保健指導実施率100％

集団健診の結果、血圧：血糖値・LDLコレステ
ロール・尿蛋白がハイリスク基準に該当する者に
対し保健指導を実施しました。
数値実績：保健指導実施率100％

A

集団健診の結果、血圧：血糖値・LDLコレステ
ロール・尿蛋白がハイリスク基準に該当する者に
対し保健指導を実施します。
数値目標：保健指導実施率100％

47 保健予防課 ８　健康教育の実施
生活習慣病の予防を目的とした教室の開催や出前
講座を実施します。

血糖値が境界域以上であり未受療である方を対象
に、糖尿病に関する知識と予防のための生活習慣
を学ぶ糖尿病予防教室を実施します。
数値目標：延参加人数80人以上
生活習慣病をテーマにした健康づくり出前講座を
依頼があった団体に対して実施する。
数値目標：実施回数20回以上

血糖値が境界域以上であり未受療である方を対象
に、糖尿病に関する知識と予防のための生活習慣
を学ぶ糖尿病予防教室を実施しました。
数値実績：延参加人数69人
生活習慣病をテーマにした健康づくり出前講座を
依頼があった団体に対して実施しました。
数値実績：実施回数15回

C

糖尿病予防教室は、参加人数が少ない現状で
ある。教室内容や実施形態を検討し、実施し
ます。
出前講座は、全体的な周知が進み、ここ2年
15回の実施実績で推移しています。市内各団
体への周知啓発を引き続き実施します。

血糖値が境界域以上であり未受療である方を対象
に、糖尿病に関する知識と予防のための生活習慣
を学ぶ糖尿病予防教室を実施します。
数値目標：延参加人数80人以上
生活習慣病をテーマにした健康づくり出前講座を
依頼があった団体に対して実施する。
数値目標：実施回数20回以上

48 保健予防課
９　こころの健康相談窓口
　　の充実

定期的に相談窓口を開設するほか、精神保健福祉
士による電話、面接、訪問により、「こころの健
康相談」を実施します。

本人、家族、関係機関を対象に相談対応を実施し
た「こころの健康相談」を実施。
担当者1人に頼らず、相談対応者を増やしていきま
す。

電話185件、面接４１件、訪問2件　他機関との
連携支援43件

A

本人、家族、関係機関を対象に相談対応を実施し
た「こころの健康相談」を実施。
担当者1人に頼らず、相談対応者を増やしていきま
す。

49 保健予防課
１　ラジオ体操を活用した
　　健康増進事業

運動習慣のきっかけづくりとしてラジオ体操を実
践し、市民の自主的な健康増進につなげることを
目的に、「ラジオ体操を活用した健康増進事業」
において、ＣＤラジオ、ラジオ体操ＣＤ、のぼり
旗の貸出を行います。
ラジオ体操については、参加者による多世代交流
にもつながっています。

ラジオ体操実施する際に必要に応じて、物品の貸
し出しを継続。新しい団体が一つでも増えるよう
にします。
ラジオ体操の出前講座の周知の強化、利用を推進
します。
数値目標：2回以上

ラジオ体操の効果を広報等で発信し普及啓発に努
める。市民からの講座等の依頼にラジオ体操を一
緒に勧める等効果的な動きを実施しました。

C

ラジオ体操単独での普及啓発が難しい。市民
からの講座等の依頼にラジオ体操を一緒に勧
める等ラジオ体操プラスの活動を実施してい
きます。

ラジオ体操を実施する際に必要に応じて、物品の
貸し出しを継続。新しい団体が一つでも増えるよ
うにします。
ラジオ体操の出前講座の周知の強化、利用を推進
します。
数値目標：2回以上

50 生涯学習課
２　生涯学習・生涯スポーツ
　　の機会・場の提供

趣味等を生かした自発的な学習活動を行う場の提
供や様々な講座を開催するとともに、芸術祭、地
区公民館まつりやスポーツイベント等を通して市
民の文化・スポーツ活動を支援します。

公民館を中心に、趣味等を生かした自発的な学習
活動を行う場の提供や様々な講座を開催するとと
もに、芸術祭、公民館まつりやスポーツイベント
等を通して市民の文化・スポーツ活動の支援を行
います。
数値目標：公民館講座4館計80回（各館10種以
上）

公民館講座について4館計8５回実施し目標を上
回っているが。各館内訳にて、郷州公民館、北守
谷公民館については、改修工事にて一部休館期間
があったため講座数は１０種を下回る結果となっ
ています。

A

公民館を中心に、趣味等を生かした自発的な学習
活動を行う場の提供や様々な講座を開催するとと
もに、芸術祭、公民館まつりやスポーツイベント
等を通して市民の文化・スポーツ活動の支援を行
います。
数値目標：公民館講座4館計80回（各館10種以
上）

39
１１　高齢者の保健事業と
　　介護予防の一体的実施

高齢者の心身の特性に応じ、疾病予防事業、保健
事業及び介護予防事業を一体的に実施し、健康寿
命の延伸を図ります。
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目標 施策 方向性 事業№ 担当部署 事業名 事業内容 令和６年度の取組目標（数値目標等含む） 令和６年度の取組内容（数値実績等を含む） 評価 【評価C・D・Eの場合】今後の改善策等 令和７年度の取組目標（数値目標等含む）

第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

- 健幸長寿課
３　シルバーリハビリ体操
　（パタカ）推進事業※

シルバーリハビリ体操指導士を養成し、シルバー
リハビリ体操（パタカ）の普及に努めます。

シルバーリハビリ体操推進事業委託（市民との協
働事業）し、体操活動を実施します。

シルバーリハビリ体操推進事業委託（市民との協
働事業）し、体操活動を1,497回/15,170人に実
施しました。

B
シルバーリハビリ体操推進事業委託（市民との協
働事業）し、体操活動を実施します。

51 生涯学習課 ４　スポーツイベントの開催
障がいの有無に関わらず、多くの人がスポーツに
触れることができるよう、スポーツイベントを開
催します。

障がいの有無に関わらず、多くの人がスポーツに
触れることができるようスポーツイベントを開催
します。また、イベント開催時にボッチャ、ブラ
インドサッカーなど誰もがともに楽しめるスポー
ツを取り入れます。
数値目標：イベント数20回

障がいの有無に関わらず、多くの人がスポーツに
触れることができるよう、スポーツイベント開催
時にユニバーサルスポーツを取り入れました。
実績21回：（内訳　スポーツ大会9回/スポーツ教
室5回/ボッチャ体験会4会/モルック体験３回）

A

障がいの有無に関わらず、多くの人がスポーツに
触れることができるようスポーツイベントを開催
します。また、イベント開催時にボッチャ、ブラ
インドサッカーなど誰もがともに楽しめるユニ
バーサルスポーツを取り入れます。
数値目標：イベント数20回

52 健幸長寿課 １　シニアクラブ活動

地域の高齢者がお互いに交流を深め、有意義な生
活を送るために市内で自主的に組織した団体によ
る活動です。奉仕活動、各種スポーツ、趣味等の
活動を通じて、積極的に生きがいづくり・健康づ
くり・仲間づくりを行います。さらに、高齢消費
者見守りサポーターが地域において見守り活動を
実施する等、高齢消費者の詐欺被害防止等の普及
啓発を図ります。

シニアクラブの活動を推進するため、前年同様の
事業を継続実施します。なお、イベント開催につ
いては、近年の夏季の酷暑を考慮し、開催時期を
調整します。

・元気わくわくスポーツ大会 354名参加
・単位会長情報交換会 20名参加
・視察研修 41名参加
・第９回健康麻雀大会 84名参加
・シニアスポーツ大会 335名参加
・第10回健康麻雀大会 72名参加
他にも県、県社協主催を含めて年間通して多くの
事業を実施し、高齢者の活動を支援しました。

A

シニアクラブの活動を推進するため、前年同様の
事業を継続実施します。一方で、組織の実状と合
わなくなってきているシニアクラブ連合会会則を
改定するなど、環境の変化に対応した事務局運営
を目指し、改革・改善を進めます。

53 健幸長寿課 ２　サロン活動

閉じこもり防止や仲間づくりを目的に、地区公民
館や自治会集会所等を活用し運営ボランティアに
よる「サロン」を開設しています。高齢者が身近
な場所で交流できるよう、地域のボランティアや
指導員と音楽や体操、茶話会及び趣味の活動等を
行います。

運営ボランティア会議を行いサロン間の情報共有
を実施し、出前講座等や物品の貸し出しを行い活
動内容の活性化を図ります。
視察研修を実施して運営や活動の内容に役立てま
す。
また新規のサロン開設に向けた支援も実施しま
す。

運営ボランティア会議を行い、情報交換を行った
ほか、視察研修を実施しました。
専門職による「出前講座」「DKエルダーシステム
を利用した講座」の他、「防犯講座」「デマンド
タクシー・モコバスの使い方講座」を他課と協働
して行いました。

B

運営ボランティア会議を行いサロン間の情報共有
を実施し、出前講座等や物品の貸し出しを行い活
動内容の活性化を図ります。
また、視察研修を実施して運営や活動の内容に役
立てます。
さらに、新規のサロン開設に向けた支援も実施し
ます。

- 市民協働推進課
３　協働まちづくり担い手
　　育成事業（市民大学）※

共に考え、教え合う双方向の学習形式を取り入
れ、対話型の授業を行います。高齢者がまちづく
りの担い手として活躍できるよう、より実践的な
内容のコースを設計します。

市民大学運営委員の高齢化に伴い、委員の世代交
代を行いながら、引き続き、協働のまちづくりの
担い手育成に繋がるようなコース設計に取り組む
よう支援を行って行きます。

「守谷を知るコース」、「いきいきシニアコー
ス」、「まちづくり協議会コース」の３コースを
実施し、協働のまちづくりの担い手育成に取り組
みました（受講者延数79人）。また、教室受講の
みではなくZoomを使用しての受講にも対応し、
受講生の受講ニーズにも対応したほか、「公開講
座」「市民科学ゼミ」も実施しました。世代交代
プロジェクトを実施し、運営委員の交代（5人）を
行いながら、運営の刷新に取り組みました。

A

「守谷を知るコース」「もりやいきいきコース」
「みんなのまちづくり入門コース」「みんなのま
ちづくり専門コース」の４講座及び「市民科学ゼ
ミ」「公開講座」の開催を支援します。

- 健幸長寿課
４　介護支援ボランティア
　　ポイント制度※

高齢者が介護保険施設等でボランティア活動を
行った場合に、ポイントを付与し還元すること
で、生きがいや介護予防につなげます。

市ホームページや広報もりや等を活用し、制度を
周知することで、登録者数を増加させます。

広報もりや、シニアクラブイベント、SNSなど
様々な手段によって制度を周知しました。また、
地域福祉に関心が高い単位シニアクラブの会長２
０名に制度についてヒアリングを実施し、意見を
収集しました。
登録申請に必要な講座受講を、インターネットで
制度説明の動画視聴及び窓口で職員による説明で
も対応できるようにし柔軟に受付けできるように
しました。
その結果、会員数が２６名（前年度比＋２名）と
なりました。

B
引続き、制度の周知に努め登録者増加を目指しま
す。受入施設の新規開拓を行い、ボランティア希
望者が活動しやすい環境を構築します。

54
健幸長寿課
（ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ）

５　高年齢者就業機会確保
　　事業（シルバー人材
　　センター）

高齢者の自主的な組織として、家庭、民間、官公
庁等から補助的・短期的な仕事を引き受け、会員
それぞれの適正に応じた仕事を行うことで、生き
がいの充実を図ります。今後、高齢者が社会の担
い手となる必要性について普及啓発を図り、新規
事業への参入と人材育成を検討します。

窓口に高齢者サービス一覧チラシを配置するとと
もに、市ホームページに業務内容の紹介や入会案
内のページを設け、活動を支援します。

窓口で、もりやシルバーだよりを配布したほか、
市ホームページのシルバー人材センターの紹介
ページを更新しました。また、令和６年11月のフ
リーランス新法施行による発注方法の変更対応な
どシルバー人材センターからの法人運営に関する
相談に対して、庁内関係課を交えて対応し、活動
の支援を行いました。

A

事務局体制の強化を目指すシルバー人材センター
に対し、諸経費を賄う財政基盤の強化を目的とし
て補助金を300万円から450万円に増額します。
補助金増額分を原資として、職員の待遇を改善す
ることでが事務局が安定し、高齢者の安全就業徹
底に取り組めるよう支援します。

- 生涯学習課
６　生涯学習・生涯スポーツ
　　の機会・場の提供※

趣味等を生かした自発的な学習活動を行う場の提
供や様々な講座を開催するとともに、芸術祭、地
区公民館まつりやスポーツイベント等を通して市
民の文化・スポーツ活動を支援します。

公民館を中心に、趣味等を生かした自発的な学習
活動を行う場の提供や様々な講座を開催するとと
もに、芸術祭、公民館まつりやスポーツイベント
等を通して市民の文化・スポーツ活動の支援を行
います。
数値目標：公民館講座4館計80回（各館10種以
上）

公民館講座について4館計8５回実施し目標を上
回っているが。各館内訳にて、郷州公民館、北守
谷公民館については、改修工事にて一部休館期間
があったため講座数は１０種を下回る結果となっ
ています。

A

公民館を中心に、趣味等を生かした自発的な学習
活動を行う場の提供や様々な講座を開催するとと
もに、芸術祭、公民館まつりやスポーツイベント
等を通して市民の文化・スポーツ活動の支援を行
います。
数値目標：公民館講座4館計80回（各館10種以
上）

- 生涯学習課
７　もりやコミュニティ・
　　スクールボランティア
　　バンク※

地域において学校教育、文化、芸術、スポーツ等
の活動に優れた知識及び技能を有している市民等
を市内公立小中学校の求めに応じ紹介すること
で、学校における学習活動等を継続的に支援しま
す。

バンク登録者を増やすために、各団体（商工会・
市民活動支援センター・公民館等）を通じてチラ
シの配布や広報もりや・ホームページへの掲載、
市政情報モニターなどで周知を行います。
市内小中学校に対しては、校長会等で積極的な活
用や未登録者の方への登録依頼を行う。
数値目標：登録者数100名以上・活用者数1,800
名以上

バンク登録者をさらに増やすために、商工会・市
民活動支援センターや公民館等を通じて市内団体
へのチラシの配布、ホームページへの掲載及び市
内小中学校に対して、校長会等で積極的な活用や
未登録者の方への登録依頼を行いました。。
実績：学校ボランティア実施回数：1,691回・ス
クールボランティアバンク登録者内容ごとの活用
人数：807人

B

バンク登録者を増やすために、各団体（商工会・
市民活動支援センター・公民館等）を通じてチラ
シの配布や広報もりや・ホームページへの掲載、
市政情報モニターなどで周知を行う。
市内小中学校に対しては、校長会等で積極的な活
用や未登録者の方への登録依頼を行う。
数値目標：学校ボランティア実施回数：2,000
回・スクールボランティアバンク登録者内容ごと
の活用人数：9５0人

55 社会福祉協議会
８　ひとり暮らし高齢者
　　交流事業

市内在住で６５歳以上のひとり暮らし高齢者を対
象にバス遠足による交流事業を実施しています。

各地域ごとの方法で高齢者（多世代）が集う機会
をより多く開催できるよう支援します。

B

56 社会福祉協議会 ９　高齢者世帯交流事業
市内在住で６５歳以上の高齢者世帯を対象にバス
遠足による交流事業を実施しています。

各地域ごとの方法で高齢者（多世代）が集う機会
をより多く開催できるよう支援します。

B
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１人暮らし高齢者世帯と限定せず、高齢者交流事
業を実施しました。
①社協北守谷支部：１か月に１度交流サロン開催
し、公式ラインを活用し情報発信しています。
②みずき野支部:高齢者食事会開催７５名参加、カ
フェひろばでの健康講座、手品、茶話会、映画観
賞会等の開催
③高野支部：ペタンク交流会参加者４０名
④守谷支部:健康講座開催
⑤eスポーツ交流事業開催地域のサロン代表者によ
るｅスポーツ体験教室開催
高齢者見守り事業として歳末助け合い贈呈金配分
事業で民生委員・児童委員に協力いただきご自宅
へ訪問し贈呈をお願しました。

個別避難計画作成訪問から見えてきた課題であ
る、地域とつながりを希望したい方への高齢者見
守り事業として「ゆるやかネットもりや」を実施
予定
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目標 施策 方向性 事業№ 担当部署 事業名 事業内容 令和６年度の取組目標（数値目標等含む） 令和６年度の取組内容（数値実績等を含む） 評価 【評価C・D・Eの場合】今後の改善策等 令和７年度の取組目標（数値目標等含む）

第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

社会福祉協議会
熱中症対策に配慮しスムーズな運営を行い、高齢
者の健康づくりを推進する

熱中症対策に配慮し４月に開催しました。３５4名
が出場し上位２１名を茨城ねんりんスポーツ大会
へ推薦しました。

B
熱中症対策に配慮しスムーズな運営を行い、高齢
者の健康づくりを推進する

健幸長寿課 大会に周知に努め参加人数を増加させます。

熱中症対策のため、例年より１か月早い４月１８
日に開催しました。参加者は354名（前年度比＋
11名）となりました。また、今回から送迎バスを
運行を始めました。

A

送迎バスの運行、大会運営スタッフの配置の最適
化、Excel関数による結果集計の迅速化によって、
参加者が安全・快適に活動できる大会運営を目指
します。

58 健幸長寿課
１１　障がい者の就労の
　　　ための訓練の実施

企業等への就労を希望する人に、就労に必要な知
識及び能力向上のための訓練等を実施するため、
就労移行支援の積極的な利用を支援します。

企業等への就労を希望する人に就労移行支援の積
極的な利用を支援します。また支給決定を行った
者のうち、負担上限額が0円の者に対し、交通費と
して280円/日を上限に支給を行います。

280名に対し支給決定を行いました。また支給決
定を行った者のうち、負担上限額が0円の者に対
し、交通費として280円/日を上限に支給を行いま
した（延べ124人、515,808円）。

A

企業等への就労を希望する人に就労移行支援の積
極的な利用を支援します。また支給決定を行った
者のうち、負担上限額が0円の者に対し、交通費と
して280円/日を上限に支給を行います。

59 健幸長寿課
１２　障がい者の就労
　　　定着支援

企業等に就労した障がい者が抱える就業面や生活
面での不安や問題の解消のために、障害者就業・
生活支援センター等の支援機関を通じて、就職後
も安定した職業生活が送れるように継続的な定着
支援を実施します。

就職後も安定した職業生活が送れるように継続的
な定着支援を実施します。

就労定着支援の令和６年度の利用者数は、12名
（のべ115名）でした。就労系サービスを利用し
一般就労をした方を対象としています。

B
就職後も安定した職業生活が送れるように継続的
な定着支援を実施します。

60 健幸長寿課 １３　就職面接会情報の提供
障がい者と雇用を希望する企業等が一堂に会する
「障がい者就職面接会」の開催情報を提供しま
す。

公共職業安定所からの情報をもとに、広報もりや
に情報を掲載します。また、ミニ面接会の開催時
には就労系サービス事業所に、メールにて情報提
供し、周知を図ります。

公共職業安定所からの情報をもとに、広報もりや
に情報を掲載（年1回）しました。

B
公共職業安定所からの情報をもとに、市ホーム
ページに情報を掲載します。

61 健幸長寿課 １４　福祉的就労の場の確保
福祉サービス事業所や地域活動支援センターと
いった就労の場を確保し、障がい者が働く喜びを
得られるよう支援します。

障がい者の就労の場の確保のために、障がい者へ
の情報提供を行います。

新たに開設された就労系の事業所はありませんで
したが、就労継続支援の利用者は、R5が1,796人
に対してR6は1,918人と106.8%に増加していま
す。

A
障がい者の就労の場の確保のために、障がい者へ
の情報提供を行います。

62 健幸長寿課
１５　障がい者雇用の理解
　　　促進

市内の企業等に対し、障がい者の雇用についての
理解促進と雇用の拡大を推進するため、公共職業
安定所と連携して啓発活動を実施します。

公共職業安定所からの情報をもとに、広報もりや
に情報を掲載し周知を図ります。

公共職業安定所からの情報をもとに、広報もりや
に情報を掲載し周知を図りました（年1回）。

A
公共職業安定所からの情報をもとに、市ホーム
ページに情報を掲載します。

63 健幸長寿課
１６　製品の展示・販売
　　　機会の確保

障がい者の工賃水準の引上げや製品の製作意欲の
向上のため、福祉サービス事業所等において障が
い者が作製した製品の展示・販売の機会を確保し
ます。

障がい者週間に合わせて、守谷市障がい福祉サー
ビス事業所連絡協議会・市内障がい者団体の協力
いただきイオンタウン守谷において作品の展示を
行います。

障がい者週間に合わせて、守谷市障がい福祉サー
ビス事業所連絡協議会・市内障がい者団体の協力
をいただき、イオンタウン守谷において事業所や
団体に関する展示を行いました。

B

障がい福祉サービス事業所連絡協議会が主催する
イベントにおいて、事業所で作成した製品の販売
を行います。また、障がい者週間に合わせて、守
谷市障がい福祉サービス事業所連絡協議会・市内
障がい者団体の協力いただき作品の展示を行いま
す。

64 社会福祉協議会 １７　買ってＮet!バザール

近隣障がい児者団体・施設が参加して、入所・通
所者などが作製した手作り品や野菜、食品などの
販売、施設紹介や活動の紹介などを目的に、毎年
７月、イオンタウン守谷を会場に福祉バザーを２
日間開催しています。

障がいサービス事業所連絡協議会と相談し、2日間
の開催についても検討します。

第１６回買ってNetバザールを開催し、近隣障がい
者団体・施設が参加し野菜や食料品・物品を販売
しました。翌日には、障がい者福祉サービス事業
所連絡協議会と共催し同会場にてふくし祭りを開
催し、各事業所PRを兼ねてスタンプラリーを実施
しました。

B
障がい者福祉サービス事業所連絡協議会と相談
し、2日間の開催についても検討します。

65 健幸長寿課
１８　障がい者就労施設等
　　　からの調達の拡大

障がい者就労施設等で働く障がい者の工賃水準の
引上げや働く場の確保のため、市における障がい
者就労施設等からの物品や役務の調達を拡大しま
す。

障がい者就労施設等で働く障がい者の工賃水準の
引上げや働く場の確保のため、市における障がい
者就労施設等からの物品や役務の調達の拡大のた
め庁内に情報提供を行います。

主な調達内容：公園等里親事業の花苗購入、清掃
業務、物品セット作業、印刷業務等
R6調達額：2,220,006円（R5調達額：
2,279,187円）

A

障がい者就労施設等で働く障がい者の工賃水準の
引上げや働く場の確保のため、市における障がい
者就労施設等からの物品や役務の調達の拡大のた
め庁内に情報提供を行います。

66 生涯学習課
１９　公民館・体育館の
　　　使用支援

文化活動やスポーツ等を推進するため、障がい者
団体が使用する場合の使用料を免除します。

障がい者団体に制度の周知を図り、文化・スポー
ツ活動の機会・場を提供します。
数値目標：使用数６件以上

１７回の利用実績があります（内訳　公民館９
回、学びの里８回）。

A
障がい者団体に制度の周知を図り、文化・スポー
ツ活動の機会・場を提供します。
目標：使用数６件以上

67 中央図書館
２０　障がい者向けの
　　　図書収集

視聴覚障がい者等の利用に供するため、点字資
料、録音図書、大活字本、拡大写本、さわる絵本
等の資料を収集します。

視覚に障がいのある方にもご利用いただける、点
字資料と大活字本、電子図書（リフロー及び音声
タイプ）等を20点以上収集する。

視覚に障がいのある方にもご利用いただける、点
字資料（21点）と大活字本（60点）、電子図書
（リフロー及び音声タイプ32点）等、合計113点
収集できました。

B
視覚に障がいのある方にもご利用いただける、点
字資料と大活字本、電子図書（リフロー及び音声
タイプ）等を20点以上収集します。

68 健幸長寿課
２１　障がい者の文化活動や
　　　スポーツについての
　　　情報提供

障がい者を対象とした文化活動やスポーツについ
ての情報を提供し、活動への参加を支援します。

障がい者週間に合わせて、守谷市障がい福祉サー
ビス事業所連絡協議会・市内障がい者団体の協力
いただきイオンタウン守谷において作品の展示を
行います。
茨城県障害者スポーツ大会については、広報もり
やで情報提供を行い、参加を支援します。

障がい者週間にイオンタウン守谷で障がい者団体
による作品展示を実施しました。
茨城県障害者スポーツ大会の個人競技部門に７名
が参加しました。レクリエーション競技及び団体
競技については、申込みがありませんでした。

A

障がい者週間に合わせて、守谷市障がい福祉サー
ビス事業所連絡協議会・市内障がい者団体に協力
いただきイオンタウン守谷において作品の展示を
行います。
茨城県障害者スポーツ大会については、市ホーム
ページで情報提供を行い、参加を支援します。

- 生涯学習課
２２　スポーツイベントの
　　　開催※

障がいの有無に関わらず、多くの人がスポーツに
触れることができるよう、スポーツイベントを開
催します。

障がいの有無に関わらず、多くの人がスポーツに
触れることができるようスポーツイベントを開催
します。また、イベント開催時にボッチャ、ブラ
インドサッカーなど誰もがともに楽しめるスポー
ツを取り入れます。
数値目標：イベント数20回

障がいの有無に関わらず、多くの人がスポーツに
触れることができるよう、スポーツイベント開催
時にユニバーサルスポーツを取り入れました。
実績21回：（内訳　スポーツ大会9回/スポーツ教
室5回/ボッチャ体験会4会/モルック体験３回）

A

障がいの有無に関わらず、多くの人がスポーツに
触れることができるようスポーツイベントを開催
します。また、イベント開催時にボッチャ、ブラ
インドサッカーなど誰もがともに楽しめるユニ
バーサルスポーツを取り入れます。
数値目標：イベント数20回

69 市民協働推進課 １　地域イベントの開催

各地区の「まちづくり協議会」では、任意で地域
の絆づくり・多世代交流等のための地域イベント
を開催しています。今後も、各地区の「まちづく
り協議会」の活動を支援していきます。

昨年度実施したイベント等を継続しながら、１つ
以上新たな地域イベントの開催について、支援し
ていきます。

令和５年度に新型コロナウイルス感染症が５類に
移行したこともあり、各地区では、活動が活発化
し、防災講演会や多世代交流行事などの行事が実
施されました。また、令和４年度に開設された新
しい地区では、他地区と異なり、子育て世代を
ターゲットにしたイベントを実施するなど、イベ
ントの多様化が進展していることから、各地区の
興味関心や課題に応える形で支援を行いました。

A

昨年度に実施したイベント等が継続できるように
支援するとともに、地域の状況やニーズに沿った
イベント等を実施できるように上限し、支援して
いきます。

70 のびのび子育て課
２　地域子育て支援センター
　　運営事業

市内在住の未就学児とその保護者を対象とし、家
庭や地域における子育て機能の低下や、孤独感や
不安感を持つ親の増加に対応するため、地域にお
いて子育て親子の交流等（広場事業及び園庭開
放、育児相談、子育て講座、子育てサークル支
援、地域交流等）を促進する場所を設置し、保護
者の不安感の緩和と児童の健やかな育ちを支援し
ています。地域交流においては、地域のお年寄り
や出前サロンのお年寄りとの異世代交流を実施し
ています。

子育て支援のため、新たに体を使った遊びを増や
し、引き続き講座やイベントで、子育て親子の交
流の場を提供します。
取組目標：参加者１,8００人以上

子育て中の親子の交流のために、こどものための
リトミック講座等、パパと遊ぼう、夢っ子まつ
り、夢っ子コンサート等を実施しました。
取組結果１,５３５人が参加

B
子育て支援のため、引き続き講座やイベントで、
子育て親子の交流の場を提供します。
取組目標：参加者１,8００人以上

生きがい活動・健康づくり・体力の保持増進を図
ることを目的として、ゲートボール、ペタンク、
輪投げ、グラウンドゴルフを協議種目とするス
ポーツ大会を実施しています。

１０　元気わくわくスポーツ
　　　大会
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

- 保健予防課
３　ラジオ体操を活用した
　　健康増進事業※

運動習慣のきっかけづくりとしてラジオ体操を実
践し、市民の自主的な健康増進につなげることを
目的に、「ラジオ体操を活用した健康増進事業」
において、ＣＤラジオ、ラジオ体操ＣＤ、のぼり
旗の貸出を行います。
ラジオ体操については、参加者による多世代交流
にもつながっています。

ラジオ体操実施する際に必要に応じて、物品の貸
し出しを継続。新しい団体が一つでも増えるよう
にします。
ラジオ体操の出前講座の周知の強化、利用を推進
します。
数値目標：2回以上

ラジオ体操の効果を広報等で発信し普及啓発に努
める。市民からの講座等の依頼にラジオ体操を一
緒に勧める等効果的な動きを実施しました。

C

ラジオ体操単独での普及啓発が難しい。市民
からの講座等の依頼にラジオ体操を一緒に勧
める等ラジオ体操プラスの活動を実施してい
きます。

ラジオ体操を実施する際に必要に応じて、物品の
貸し出しを継続。新しい団体が一つでも増えるよ
うにします。
ラジオ体操の出前講座の周知の強化、利用を推進
します。
数値目標：2回以上

71 学校教育課
４　通学時の見守り
　　ボランティア

自治会等による通学時の見守りにより，児童の防
犯対策の充実を図っています。また，この見守り
活動により，児童とシニア世代の信頼関係が深
まっています。今後も，児童の防犯対策の充実を
図るため，通学時の見守りボランティアの協力団
体を増やします。

通学時の見守りについて地域の理解を深めるた
め、広報等を活用して、見守りへの協力を呼び掛
けていきます。

ボランティアの方にも協力をいただき、通学時の
見守りを行っています。通学補助員がいない箇所
や、地域によっては下校時にも積極的に見守り活
動をしていただいています。

B
通学時の見守りについて地域の理解を深めるた
め、広報等を活用して、見守りへの協力を呼び掛
けていきます。

- 市民協働推進課
１　まちづくり協議会推進
　　事業（人的支援）※

各地区の「まちづくり協議会」に市職員及び社会
福祉協議会職員を支援担当職員として配置して、
地区の活性化、課題解決などにつながる活動を支
援します。

引き続き「まちづくり協議会」に市職員及び社会
福祉協議会職員を配置し、新たな地域食堂（子ど
も食堂）の開設等の活動を支援します。

各地区の「まちづくり協議会」に市職員及び社会
福祉協議会職員を配置し、提案や活動支援を実施
することで、全地区において3つ以上の活動を実施
することができました。また、イベント等の実施
の際には、地区内に配置された地域担当職員を派
遣し、準備作業等において支援を行いました。

A

引き続き各地区の「まちづくり協議会」に市職員
及び社会福祉協議会職員を配置し、既存の活動の
展開を支援するとともに、新たな活動（地域食堂
（子ども食堂）の開設等）の実施を支援します。

- 市民協働推進課
２　まちづくり協議会推進
　　事業（財政支援）※

各地区の「まちづくり協議会」に交付金を交付し
て、地区の活性化、課題解決などにつながる活動
を支援します。

引き続き、10地区の「まちづくり協議会」に、活
動交付金を交付して、地区の活性化、課題解決な
どにつながる活動を支援します。

コロナ禍以前のように活動が活発化した地区が増
加しました。また、最後に設立された地区（令和
４年度）では、他の地区にはない、地域の特性
（子育て世代が多く居住）を踏まえ、子どもやそ
の保護者を対象としたワークショップ等の活動が
行われるなど、交付金が効果的に活用されまし
た。

A

引き続き、10地区の「まちづくり協議会」に、活
動交付金を交付し、地区の活性化、課題解決等に
つながる活動を支援します。
【予算額】
R5　30,069千円　／　R6　30,620千円

-
健幸長寿課
（ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ）

３　高年齢者就業機会確保
　　事業（シルバー人材
　　センター）※

高齢者の自主的な組織として、家庭、民間、官公
庁等から補助的・短期的な仕事を引き受け、会員
それぞれの適正に応じた仕事を行うことで、生き
がいの充実を図ります。今後、高齢者が社会の担
い手となる必要性について普及啓発を図り、新規
事業への参入と人材育成を検討します。

窓口に高齢者サービス一覧チラシを配置するとと
もに、市ホームページに業務内容の紹介や入会案
内のページを設け、活動を支援します。

窓口で、もりやシルバーだよりを配布したほか、
市ホームページのシルバー人材センターの紹介
ページを更新しました。また、令和６年11月のフ
リーランス新法施行による発注方法の変更対応な
どシルバー人材センターからの法人運営に関する
相談に対して、庁内関係課を交えて対応し、活動
の支援を行いました。

A

事務局体制の強化を目指すシルバー人材センター
に対し、諸経費を賄う財政基盤の強化を目的とし
て補助金を300万円から450万円に増額します。
補助金増額分を原資として、職員の待遇を改善す
ることでが事務局が安定し、高齢者の安全就業徹
底に取り組めるよう支援します。

- 健幸長寿課 ４　シニアクラブ活動※

地域の高齢者がお互いに交流を深め、有意義な生
活を送るために市内で自主的に組織した団体によ
る活動です。奉仕活動、各種スポーツ、趣味等の
活動を通じて、積極的に生きがいづくり・健康づ
くり・仲間づくりを行います。さらに、高齢消費
者見守りサポーターが地域において見守り活動を
実施する等、高齢消費者の詐欺被害防止等の普及
啓発を図ります。

シニアクラブの活動を推進するため、前年同様の
事業を継続実施します。なお、イベント開催につ
いては、近年の夏季の酷暑を考慮し、開催時期を
調整します。

・元気わくわくスポーツ大会 354名参加
・単位会長情報交換会 20名参加
・視察研修 41名参加
・第９回健康麻雀大会 84名参加
・シニアスポーツ大会 335名参加
・第10回健康麻雀大会 72名参加
他にも県、県社協主催を含めて年間通して多くの
事業を実施し、高齢者の活動を支援しました。

A

シニアクラブの活動を推進するため、前年同様の
事業を継続実施します。一方で、組織の実状と合
わなくなってきているシニアクラブ連合会会則を
改定するなど、環境の変化に対応した事務局運営
を目指し、改革・改善を進めます。

- 健幸長寿課 ５　サロン活動※

閉じこもり防止や仲間づくりを目的に、地区公民
館や自治会集会所等を活用し運営ボランティアに
よる「サロン」を開設しています。高齢者が身近
な場所で交流できるよう、地域のボランティアや
指導員と音楽や体操、茶話会及び趣味の活動等を
行います。

運営ボランティア会議を行いサロン間の情報共有
を実施し、出前講座等や物品の貸し出しを行い活
動内容の活性化を図ります。
視察研修を実施して運営や活動の内容に役立てま
す。
また新規のサロン開設に向けた支援も実施しま
す。

運営ボランティア会議を行い、情報交換を行った
ほか、視察研修を実施しました。
専門職による「出前講座」「DKエルダーシステム
を利用した講座」の他、「防犯講座」「デマンド
タクシー・モコバスの使い方講座」を他課と協働
して行いました。

B

運営ボランティア会議を行いサロン間の情報共有
を実施し、出前講座等や物品の貸し出しを行い活
動内容の活性化を図ります。
また、視察研修を実施して運営や活動の内容に役
立てます。
さらに、新規のサロン開設に向けた支援も実施し
ます。

72 健幸長寿課 １　同行援護事業

移動に著しい困難を有する視覚障がい者に対し
て、外出の際に同行し、移動に必要な情報の提供
や移動の援護等の必要な援助を行う障がい福祉
サービスを提供します。

移動に著しい困難を有する視覚障がい者に対し
て、外出の際に同行し、移動に必要な情報の提供
や移動の援護等の必要な援助を行う障がい福祉
サービスを提供します。

5名の方がサービスを利用しました。 A

移動に著しい困難を有する視覚障がい者に対し
て、外出の際に同行し、移動に必要な情報の提供
や移動の援護等の必要な援助を行う障がい福祉
サービスを提供します。

73 健幸長寿課 ２　移動支援事業
地域における自立生活及び社会参加を促すことを
目的として、屋外での移動が困難な障がい者に対
して外出のための支援を行います。

地域における自立生活及び社会参加を促すことを
目的として、屋外での移動が困難な障がい者に対
して外出のための支援を行います。

43名の申請を受付し、実利用者は22名、延べ
491回の利用がありました。

A
地域における自立生活及び社会参加を促すことを
目的として、屋外での移動が困難な障がい者に対
して外出のための支援を行います。

74 健幸長寿課 ３　意思疎通の支援
視覚、聴覚や音声・言語機能に障がいのある人の
意思疎通や情報収集の利便性の向上のため、必要
な日常生活用具や補装具を支給します。

視覚、聴覚や音声・言語機能に障がいのある人の
意思疎通や情報収集の利便性の向上のため、必要
な日常生活用具や補装具を支給します。

視覚、聴覚障がい者等に、日常生活用具として盲
人用体温計（１件）、視覚障害者用拡大読書器
（１件）、情報通信支援用具（１件）、移動・移
乗支援用具（2件）聴覚障害者用屋内信号装置（１
件）、補装具として、視覚障がい者安全つえ（１
件）、眼鏡（２件）、補聴器（２２件）支給しま
した。

A
視覚、聴覚や音声・言語機能に障がいのある人の
意思疎通や情報収集の利便性の向上のため、必要
な日常生活用具や補装具を支給します。

75 社会福祉協議会 ４　スロープ付福祉車両の貸出
障がい者や歩行困難な高齢者等とその家族に対
し、スロープ付福祉車両を無料で貸し出します。

要綱を改正し利用しやすいルールを提示します。

要項を一部改正し使用しやすくしました。(原則1
日、最長２日の考え方を、柔軟にし、休日は含め
ない）
福祉車両の貸出件数　５３件

B
より多くの方に利用いただくように、周知方法を拡大し
ます。

76 都市計画課
５　コミュニティバスの
　　無料化（障がい者）

引き続き、障がい者手帳を有する人について、市
が運行するモコバス（もりやコミュニティバス）
の運賃を無料にします。

今年度も継続して、障がい者手帳所有者について
モコバス（もりやコミュニティバス）の運賃無料
を実施します。

今年度も継続して、障がい者手帳所有者について
モコバス（もりやコミュニティバス）の運賃無料
を実施しました。

A
今年度も継続して、障がい者手帳所有者について
モコバス（もりやコミュニティバス）の運賃無料
を実施します。

77 都市計画課 ６　デマンド乗合交通

守谷市デマンド乗合交通は、守谷市地域公共交通
網形成計画（平成30年７月策定）に基づき、高齢
者や障がい者を対象に「小さな交通」を実現する
ための手段の１つとして運行しています。この乗
合交通では、事前に利用登録を行った上で、電話
で事前に予約があった利用者の指定する場所（自
宅等）へ迎えに行き、指定する場所（公共施設、
医療機関、店舗等）まで運行するものとなってい
ます。

今年度も多くの方が利用できるように、運行等の
調整を図っていきます。

令和６年度の利用者数は20,153名であり、令和5
年度の20,310名と比較して157名の減となりま
した。
また、障がい者については令和６年度2,604名の
利用があり、令和５年度の3,009名と比較して
405名減少しました。

A
今年度はさらに多くの方が利用できるように、乗
り合いシステム効率化、運行の調整等を図ってい
きます。

78 健幸長寿課 ７　福祉タクシー券交付事業
重度の障がい者が医療機関への受診等を目的とし
てタクシーを利用した場合に、料金の初乗り運賃
相当額を助成します。

重度の障がい者（特定疾患医療受給者含む）・高
齢者（70歳以上で同一敷地内に70歳未満もしく
は住民税課税者と同居していない方）が医療機関
への受診等を目的としてタクシーを利用した場合
に利用できるタクシー券（１枚につき500円）を
助成します。1回の乗車につき2枚まで利用できま
す。

令和6年3月に、令和5年度中の申請者に対し令和
6年度分のタクシー券について申請勧奨を実施しま
した。また、随時新規申請を受け付けし、年間で
重度の障がい者（特定疾患医療受給者含む）126
名、高齢者183名にタクシー券を交付しました。

A

重度の障がい者（特定疾患医療受給者含む）・高
齢者（70歳以上で同一敷地内に70歳未満もしく
は住民税課税者と同居していない方）が医療機関
への受診等を目的としてタクシーを利用した場合
に利用できるタクシー券（１枚につき500円）を
助成します。1回の乗車につき2枚まで利用できま
す。
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目標 施策 方向性 事業№ 担当部署 事業名 事業内容 令和６年度の取組目標（数値目標等含む） 令和６年度の取組内容（数値実績等を含む） 評価 【評価C・D・Eの場合】今後の改善策等 令和７年度の取組目標（数値目標等含む）

第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

79 健幸長寿課
１　ひとり暮らし高齢者緊急
　　通報体制等整備事業
　　（緊急通報システム）

ひとり暮らし高齢者等に対して急病・事故等の緊
急事態に対処するために、24時間365日の健康相
談に応じる緊急通報システムを設置します。

市ホームページへの掲載や窓口に高齢者サービス
一覧のチラシを配置する等、事業の周知を行いま
す。

ホームページへの掲載やチラシを民生委員や地域
包括支援センターへ制度の周知を行いました。
・新規登録46件／利用中止38件
・ライフリズム通報22件／非常通報12件

B
市ホームページへの掲載や窓口に高齢者サービス
一覧のチラシを配置する等、事業の周知を行いま
す。

80 健幸長寿課 ２　軽度生活援助事業

掃除、洗濯等の日常生活上の援助が必要な、ひと
り暮らし高齢者若しくは高齢者のみ世帯に軽易な
日常生活の援助を行い、高齢者の自立と生活の質
を確保します。

市ホームページへの掲載や窓口に高齢者サービス
一覧のチラシを配置する等、事業の周知を行いま
す。

市ホームページへの掲載や高齢者サービス一覧の
チラシを配布し、事業の周知を行いました。現在
２名が掃除サービスを利用継続しています。

B

市ホームページへの掲載や窓口に高齢者サービス
一覧のチラシを配置する等、事業の周知を行いま
す。利用者とヤクルト、そのほか必要に応じて利
用者家族との連絡を取り安否確認を確実に行いま
す。

81 健幸長寿課
３　愛の定期便事業
　　（ひとり暮らし高齢者
　　乳製品配布事業）

ひとり暮らし高齢者で身体の虚弱な人や心身に機
能障がいのある人、日常の生活環境において孤立
した状況にある人等安否確認の必要性がある人に
乳製品を届け、安否確認を行います。

市ホームページへの掲載や窓口に高齢者サービス
一覧のチラシを配置する等、事業の周知を行いま
す。

市ホームページへの掲載や高齢者サービス一覧の
チラシを配布し、事業の周知を行いました。
安否確認のとれない高齢者については、親族等へ
の照会・訪問により安否確認を行いました。
継続利用者数(中止中の人を除く)：８４名
新規登録数：１２名
不在連絡数：５４件　出動件数：０件

B

市ホームページへの掲載や窓口に高齢者サービス
一覧のチラシを配置する等、事業の周知を行いま
す。

82 健幸長寿課
４　食の自立支援事業（地域
　　自立生活支援事業）

調理が困難なひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世
帯等に対して栄養バランスの取れた食事を提供す
るとともに、安否確認を行います。

制度を周知するためチラシとホームページへの掲
載。
高齢者福祉サービス一覧のチラシを民生委員・地
域包括支援センター・ケアマネジャー等に配布。
サービス導入時、その後２回/年の管理栄養士によ
るアセスメントにより、利用者の状況把握とアド
バイスを実施します。

制度を周知するためにホームページへの掲載しま
した。また、サービス一覧のチラシを民生委員・
地域包括支援センター・ケアマネジャー等に配布
し、必要に応じて出前講座の際にも案内を実施し
ました。
サービス導入時、その後２回/年の管理栄養士によ
るアセスメントにより、利用者の状況把握とアド
バイスを実施しました。（実33件／延53件）

B

制度を周知するためチラシとホームページへの掲
載。窓口や電話相談の際にサービスの説明を行い
ます。
高齢者福祉サービス一覧のチラシを民生委員・地
域包括支援センター・ケアマネジャー等に配布し
ます。
サービス導入時、その後２回/年の管理栄養士によ
るアセスメントにより、利用者の状況把握とアド
バイスを実施します。

83 健幸長寿課
５　生活管理指導短期
　　宿泊事業

在宅で体調不良等により一時的に宿泊による介護
や見守りが必要な虚弱な高齢者等が養護老人ホー
ムで短期間宿泊することにより、生活習慣等の指
導や助言を受けて体調調整を行い、要介護状態等
への進行を予防します。

必要に応じ生活管理指導短期宿泊事業の調整を行
い、高齢者の介護予防に努めます。

自宅での生活が懸念され一時的に宿泊による見守
りが必要な高齢者に対して、生活管理指導短期宿
泊事業を提供し、安心した生活を送れるように支
援しました。

B
高齢者福祉サービス一覧のチラシを民生委員・地
域包括支援センター・ケアマネジャー等に配布し
ます。

- 都市計画課 ６　デマンド乗合交通※

守谷市デマンド乗合交通は、守谷市地域公共交通
網形成計画（平成30年７月策定）に基づき、高齢
者や障がい者を対象に「小さな交通」を実現する
ための手段の１つとして運行しています。この乗
合交通では、事前に利用登録を行った上で、電話
で事前に予約があった利用者の指定する場所（自
宅等）へ迎えに行き、指定する場所（公共施設、
医療機関、店舗等）まで運行するものとなってい
ます。

今年度も多くの方が利用できるように、運行等の
調整を図っていきます。

令和６年度の利用者数は20,153名であり、令和5
年度の20,310名と比較して157名の減となりま
した。
また、障がい者については令和６年度2,604名の
利用があり、令和５年度の3,009名と比較して
405名減少しました。

A
今年度はさらに多くの方が利用できるように、乗
り合いシステム効率化、運行の調整等を図ってい
きます。

- 健幸長寿課 ７　福祉タクシー券交付事業※

70歳以上の高齢者のみ世帯等に対して、医療機関
等への通院にタクシーを利用する際に、初乗り運
賃相当額を助成することにより、医療機関等へ通
院する環境を整えます。

重度の障がい者（特定疾患医療受給者含む）・高
齢者（70歳以上で同一敷地内に70歳未満もしく
は住民税課税者と同居していない方）が医療機関
への受診等を目的としてタクシーを利用した場合
に利用できるタクシー券（１枚につき500円）を
助成します。1回の乗車につき2枚まで利用できま
す。

令和6年3月に、令和5年度中の申請者に対し令和
6年度分のタクシー券について申請勧奨を実施しま
した。また、随時新規申請を受け付けし、年間で
重度の障がい者（特定疾患医療受給者含む）126
名、高齢者183名にタクシー券を交付しました。

A

重度の障がい者（特定疾患医療受給者含む）・高
齢者（70歳以上で同一敷地内に70歳未満もしく
は住民税課税者と同居していない方）が医療機関
への受診等を目的としてタクシーを利用した場合
に利用できるタクシー券（１枚につき500円）を
助成します。1回の乗車につき2枚まで利用できま
す。

85
健幸長寿課
（地域包括支援ｾﾝ
ﾀｰ）

８　地域ケア会議の実施

地域包括支援センター＊が中心となって定例の地
域ケア個別会議を開催します。民生委員・児童委
員、医療機関や警察等の関係機関や介護保険事業
所等と個別課題の解決に向けた協議を行うほか、
個別課題から導き出される地域課題について、地
域住民と一緒に検討する場を設けます。

・自立支援に向けた地域ケア個別会議の開催（12
回）
・随時、困難事例の会議を開催
・地域ケア推進会議の開催（1回）

・自立支援に向けた地域ケア個別会議の開催（12
回）
・困難事例の会議を開催（10回）
・地域ケア推進会議の開催（1回）

B

・自立支援に向けた地域ケア個別会議の開催（10
回）
・随時、困難事例の会議を開催
・地域ケア推進会議の開催（1回）

-
健幸長寿課
（社会福祉協議会）

９　茨城型地域包括ケア
　　システムを活用した支援
　（単独の制度では対応
　　できないケース支援）※

単独の支援機関では対応が難しい複雑化・複合化
した課題に対して、どのようなサービスが必要か
を各機関の関係者が話し合うサービス調整会議を
行い、実際に必要なサービスを提供する地域住民
やボランティア、民生委員・児童委員、保健・医
療・福祉の関係者がチームを組み支援していく在
宅ケアチームを編成し、支援を実施します。

地域ケアシステムサービス調整会議の内容の充実
化、対象者へ対応時間の確保等を図り、より一層
の支援につなげます。

年間延べ相談件数４０９件　支援者数９４名　ケ
アチーム数４９。２か月毎ごとにサービス調整会
議を開催し、困難事例検討や講演会開催について
話し合いをしました。市役所大会議室にて地域ケ
ア講演会「親亡き後の備えについて」行政書士花
村秋洋氏による講演会を開催しました。参加数６
３名。後日社協HPにユーチューブで講演会内容を
投稿しました。

B
地域ケアシステムサービス調整会議の内容の充実
化、対象者へ対応時間の確保等を図り、より一層
の支援につなげます。

- 健幸長寿課
１０　徘徊高齢者等ＳＯＳ
　　　ネットワーク事業※

地域における認知症高齢者の見守り体制である
「守谷市徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク＊」を
活用し、徘徊により行方不明となった高齢者等の
早期発見や迅速な身元判明につなげることで、高
齢者等の安全確保と家族の負担軽減を図ります。
引き続き、広報紙等による「守谷市みまもりシー
ル＊」についての周知を徹底するとともに、介護
支援専門員等の協力を得て家族への働き掛けを行
い、事業への登録を促進します。

認知症声かけ模擬訓練時等において、認知症高齢
者等SOSネットワーク事業の周知の実施します。
地域包括支援センターや市内居宅介護支援事業所
向けに随時周知を行い、事業対象者の登録につな
げていきます。見守り協定事業所の拡大を図り、
地域の見守り体制を強化します。

9月13日及び10月23日に認知症高齢者声かけ模
擬訓練を実施し、SOSネットワーク事業の周知を
行いました。
また、認知症高齢者声かけ模擬訓練において、地
域包括支援センターに訓練実施者として参加いた
だきました。
・情報発信（捜索協力）4件
・新規登録24名
・登録後５年超過の方の確認作業を行い、再登録
または抹消手続きにより登録者を更新しました。
（再登録8名・抹消54名）

B

認知症声かけ模擬訓練時等において、認知症高齢
者等SOSネットワーク事業の周知を実施します。
地域包括支援センターや市内居宅介護支援事業所
向けに随時周知を行い、事業対象者の登録につな
げていきます。見守り協定事業所の拡大を図り、
地域の見守り体制を強化します。また、見守り
シールの更新に伴い、ホームページ等で周知を行
います。

86 健幸長寿課
１１　認知症初期集中支援
　　　推進事業

かかりつけ医と連携して早期に認知症専門医への
紹介、診察、確定診断につなげます。軽度認知障
害（ＭＣＩ）や若年性認知症の人の把握と早期対
応について、医学的見地を踏まえながら認知症サ
ポート医と連携して対応策を検討します。認知症
サポート医と医療と介護の専門職で構成される認
知症初期集中支援チームが認知症の専門医療や介
護サービスにつながっていない認知症の人を訪問
し、医療や介護サービスが利用できるように支援
します。

チーム員会議を１２回開催し、適切な医療や介護
につながるよう継続してケース支援を行います。

チーム員会議を１２回（検討ケース８／対応ケー
ス６）開催し、適切な医療や介護につながるよう
継続してケース支援を行いました。

B
チーム員会議を１２回開催し、適切な医療や介護
につながるよう継続してケース支援を行います。
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87 健幸長寿課
１２　認知症地域支援・
　　　ケア向上事業

地域の実情に合わせて、認知症に関する知識の普
及啓発、家族向けの介護教室の開催、ボランティ
アの育成を検討します。地域で認知症高齢者を支
える民間事業所の見守りネットワークを構築しま
す。地域において認知症の人とその家族、地域住
民、認知症サポーターや専門職が集う場としての
認知症カフェを広げ、認知症の人を支えるつなが
りを支援するとともに、家族の介護負担軽減を図
ります。認知症患者のニーズを把握し、支援ネッ
トワークについて検討します。

認知症当事者や介護者、地域住民や医療・介護の
専門職が気軽に集える場としてオレンジカフェを
継続して開催します。
また、認知症に関する普及啓発のため、９月の茨
城県認知症を知る月間に合わせて広報もりやで特
集ページを組み、市民に向けて発信します。併せ
て認知症フレンドリー講座の開催や図書館等で展
示スペースに特設ブースを設け、ポスター展示、
パンフレット配布等を行います。
認知症になっても安心して暮らせる地域づくりに
ついて考えるきっかけを作るため認知症高齢者声
かけ模擬訓練を実施します。
また、多世代への認知症の普及啓発に取組みボラ
ンティアとして高校生を巻き込んで活動していき
ます。

認知症地域支援推進員が中心となり、オレンジカ
フェを１２回開催しました。
また、認知症に関する普及啓発のため、９月の茨
城県認知症を知る月間に合わせ、図書館や郵便局
での展示や認知症フレンドリー講座等を開催しま
した。認知症高齢者声かけ模擬訓練を１地区と市
内の小学校（５年生）で1校で実施しました。

A

認知症に関する普及啓発を継続していきます。
認知症サポートブック（守谷市版認知症ケアパ
ス）の改訂を行います。
オレンジカフェを継続して開催します。
認知症高齢者声かけ模擬訓練を実施します。

88 健幸長寿課
１３　認知症高齢者の
　　　家族のつどい

認知症の人を介護している家族に対し、認知症を
理解するための勉強会や、介護経験のある家族同
士の交流の場を設け、家族の負担軽減を図りま
す。

認知症介護者が気軽に交流し、情報交換や思いが
表出できるように、家族のつどいを１２回（月１
回）開催します。また、参加したくても会に来場
できない介護者や認知症の方を介護している家族
に向けてのメッセージとして、SNSで情報発信を
行います。

認知症介護者が気軽に交流し、情報交換や思いが
表出できるように、家族のつどいを１２回（月１
回）開催しました。参加できない介護者に向けて
公認心理師のメッセージをホームページに2回に分
けて掲載しました。

A
認知症介護者が気軽に交流し、情報交換や思いが
表出できるように、家族のつどいを１２回（月１
回）開催します。

89 健幸長寿課
１４　寝たきり高齢者
　　　紙おむつ支給事業

高齢者を在宅で介護する家族に対し、紙おむつを
支給し、家族の負担軽減を図ります。

市内の居宅介護支援事業所に向けて、事業の内容
を説明し、事業の普及啓発に努めます。

市内の居宅介護支援事業所に向けて、事業の内容
を説明し、事業の普及啓発に努めます。
また、現在取り扱っている紙おむつのカタログを
配布し、利用者への使いやすさや、介護負担の軽
減を図りました。
・新規申請29件／利用中止24件／令和7年3月
31日時点実利用者数34名

B
市内の居宅介護支援事業所に向けて、事業の内容
を説明し、事業の普及啓発に努めます。

90 健幸長寿課
１５　在宅医療と在宅介護の
　　　連携強化

取手市医師会管内（取手市・守谷市・利根町）の
医療機関と介護事業所等の関係者の協力を得て、
在宅医療・介護サービスの現状や課題の解決策等
を協議し、提供体制を構築します。地域の医療・
介護の資源を「見える化」することにより資源の
有効活用を推進するほか、在宅医療・介護の連携
強化のための情報共有シート・システム等の導入
について検討を行います。また在宅医療・介護連
携に関する相談支援センターの機能強化を図ると
ともに、市内医療機関及び介護事業所との連携会
議を開催します。

取手市医師会に業務委託し、
・多職種研修会及び住民普及開発ワーキンググ
ループ会議を実施し、多職種研修会（２回）を開
催や市民向け講演会を開催します。
・定期的に事例検討会を行い、医療と介護の連携
について事例を通して考える機会とします。
市独自の取組として、
・市内の医療機関と介護事業所等を対象とした会
議を２回開催し、交互とグループワークを実施し
ます。

取手市医師会に業務委託し
・多職種研修及び住民普及啓発ワーキンググルー
プ会議を実施し、多職種研修会（２回）を開催し
ました。
・在宅医療・介護連携に関する相談支援センター
を設置し、情報共有シートとシステムを活用し情
報連携を行いました。
・事例検討会を９回行い、医療と介護の連携につ
いての共通理解を図りました。
・住民向けに介護・福祉サービスについての講演
会を行い普及啓発を行いました。
市独自の取組として、守谷市内の医療機関と介護
事業所等に対し、顔の見える関係づくりのために
会議を２回開催しました。

B

取手市医師会に業務委託し、
・多職種研修会及び住民普及開発ワーキンググ
ループ会議を実施し、多職種研修会（２回）を開
催や市民向け講演会を開催します。
・定期的に事例検討会を行い、医療と介護の連携
について事例を通して考える機会とします。
市独自の取組として、
・市内の医療機関と介護事業所等を対象とした会
議を２回開催し、研修やグループワークを実施す
ることで、顔の見える関係づくりを行います。

91 社会福祉協議会 １６　ふれあい電話訪問事業

65歳以上のひとり暮らしや高齢者のみ世帯の人
が、孤独感や不安感等の解消を図れるよう電話相
談員による「ふれあい電話訪問事業（無料）」を
実施しています。

事業のPR方法、今後について検討します。
開催日数４２日
架電　６５件（不在１２件）

C
登録者の減少。利用者を増やすための方策を
検討

事業のPR方法、今後事業のあり方等について検討
します。

健幸長寿課

６５歳到達時に、相談支援専門員などを介した説
明などにより、障がい福祉サービスから介護保険
サービスにスムーズに移行できるよう支援しま
す。必要に応じて地域包括支援センターやケアマ
ネジャーと連携を図り支援を行います。

介護福祉課 ケース会議を実施します。

93 中央図書館 １　市広報紙等の音訳化
視覚に障がいのある人等への情報提供のため、市
広報紙等を音訳化し、対象となる人に配布しま
す。

視覚に障がいのある人等への情報提供のため、市
広報紙等を音訳化し、対象となる人に12回以上配
布します。

視覚に障がいのある人等への情報提供のため、市
広報紙等を音訳化し、対象となる人に50回配布し
ました。

B
視覚に障がいのある人等への情報提供のため、市
広報紙等を音訳化し、対象となる人に12回以上配
布します。

94 秘書課
２　ウェブアクセシビリティ
　　の向上

市ホームページの運営に当たっては，利用者の年
齢や障がいの有無に関わらず，全ての人が同じよ
うにホームページを利用できるよう，ウェブアク
セシビリティの向上に配慮します。

旧サイトから新サイトへの移行を短期間で行う必
要があり、新サイトについて充分に確認する時間
が確保できなかったことから、ウェブアクセシビ
リティ上で修繕が必要な機能やページが残ってい
ます。
その対応策として、管理者として継続的な確認・
修繕を行うとともに、職員向けにホームページ管
理システムの研修を定期的に行い、アクセシビリ
ティへの認識の定着を図る必要があります。

チャットボットやサイト内検索の精度向上、
「MORIYA申請ナビ」の導入を行い、アクセシビ
リティを向上させました。
また、新規採用職員や希望した職員を対象にホー
ムページ管理システムの研修を行い、ウェブアク
セシビリティについて説明を行いました。

開催日：令和７年６月１0日（月）
受講人数：３１名

A

ウェブアクセシビリティに関するJIS規格のAA準
拠を最低限の到達目標としているが、まだ全ペー
ジAA準拠には至っていないため、ホームページ全
体のAA準拠を目標とします。
そのため、管理者として継続的な確認・修繕を行
うとともに、職員向けにホームページ管理システ
ムの研修を行い、アクセシビリティへの認識の定
着を図ります。

-
健幸長寿課
（社会福祉協議会）

３　茨城型地域包括ケア
　　システムを活用した支援
　（単独の制度では対応
　　できないケース支援）※

単独の支援機関では対応が難しい複雑化・複合化
した課題に対して、どのようなサービスが必要か
を各機関の関係者が話し合うサービス調整会議を
行い、実際に必要なサービスを提供する地域住民
やボランティア、民生委員・児童委員、保健・医
療・福祉の関係者がチームを組み支援していく在
宅ケアチームを編成し、支援を実施します。

地域ケアシステムサービス調整会議の内容の充実
化、対象者へ対応時間の確保等を図り、より一層
の支援につなげます。

年間延べ相談件数４０９件　支援者数９４名　ケ
アチーム数４９。２か月毎ごとにサービス調整会
議を開催し、困難事例検討や講演会開催について
話し合いをしました。市役所大会議室にて地域ケ
ア講演会「親亡き後の備えについて」行政書士花
村秋洋氏による講演会を開催しました。参加数６
３名。後日社協HPにユーチューブで講演会内容を
投稿しました。

B
地域ケアシステムサービス調整会議の内容の充実
化、対象者へ対応時間の確保等を図り、より一層
の支援につなげます。

95 健幸長寿課
４　守谷市障がい者
　　福祉センター

指定管理者制度を活用し、市内在住の障がいのあ
る人に対して、障がい福祉サービス（特定相談支
援、生活介護、就労移行支援、就労継続支援Ｂ
型）及び障がい児通所支援（放課後等デイサービ
ス）を行います。

指定管理者制度を活用し、市内在住の障がいのあ
る人に対して、障がい福祉サービス（特定相談支
援、生活介護、就労継続支援Ｂ型）及び障がい児
通所支援（放課後等デイサービス）を行います。

生活介護は20人の利用者登録がされており、約半
数が毎日利用しました。Ｂ型は9人の利用者登録が
されており、1日平均約7.6人が通所しています。
放課後等デイサービスは21人の利用者登録がされ
ており、一日平均約6人が通所しています。

A

指定管理者制度を活用し、市内在住の障がいのあ
る人に対して、障がい福祉サービス（特定相談支
援、生活介護、就労継続支援Ｂ型）及び障がい児
通所支援（放課後等デイサービス）を行います。

96 おやこ保健課
５　障がい児通所支援
　　（こども療育教室通園
　　　指導事業）

個別指導・集団指導・各種相談など、発達に心配
のある就学前の児童及び保護者に対する療育指導
を行います。

事業を継続し、こども療育教室の利用希望者に対
して療育指導を行います。

利用契約者数156人
延利用人数1,954人
相談件数885件

A
事業を継続し、こども療育教室の利用希望者に対
して療育指導を行います。

障がいのある人が65歳以上になった時に介護保険
サービスの利用に円滑に移行できるよう、関係者
間での情報共有を行うことで一人ひとりの生活状
況等に応じた適切なサービスの提供を図ります。

１７　障がい福祉サービスと
　　　介護保険サービスの
　　　円滑な接続

92
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６５歳到達時に、相談支援専門員などを介した説
明などにより、障がい福祉サービスから介護保険
サービスにスムーズに移行できるよう支援しま
す。必要に応じて地域包括支援センターやケアマ
ネジャーと連携を図り支援を行います。

A

65歳になって最初の更新のタイミングで、窓口ま
たは相談支援専門員を通じて介護保険への移行に
ついて説明を行いました。また、必要に応じて地
域包括支援センターやケアマネジャーと連携を図
り必要な支援を行いました。
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- 健幸長寿課 ６　意思疎通の支援※
視覚、聴覚や音声・言語機能に障がいのある人の
意思疎通や情報収集の利便性の向上のため、必要
な日常生活用具や補装具を支給します。

視覚、聴覚や音声・言語機能に障がいのある人の
意思疎通や情報収集の利便性の向上のため、必要
な日常生活用具や補装具を支給します。

視覚、聴覚障がい者等に、日常生活用具として盲
人用体温計（１件）、視覚障害者用拡大読書器
（１件）、情報通信支援用具（１件）、移動・移
乗支援用具（2件）聴覚障害者用屋内信号装置（１
件）、補装具として、視覚障がい者安全つえ（１
件）、眼鏡（２件）、補聴器（２２件）支給しま
した。

A
視覚、聴覚や音声・言語機能に障がいのある人の
意思疎通や情報収集の利便性の向上のため、必要
な日常生活用具や補装具を支給します。

97 健幸長寿課
７　手話通訳者・要約
　　筆記者の派遣

聴覚や音声・言語機能に障がいのある人が社会生
活を送る上で円滑に意思疎通ができるよう、手話
通訳者や要約筆記者を派遣します。

聴覚や音声言語機能に障がいのある方からの申込
に基づき、手話通訳者の派遣を行います。

手話通訳者や要約筆記者の派遣について、茨城県
聴覚障害者協会へ委託しており、聴覚や音声言語
機能に障がいのある方からの申込に基づき、手話
通訳者の派遣を92回行いました。

A
聴覚や音声言語機能に障がいのある方からの申込
に基づき、手話通訳者の派遣を行います。

- 社会福祉協議会
８　スロープ付福祉車両の
　　貸出※

障がい者や歩行困難な高齢者等とその家族に対
し、スロープ付福祉車両を無料で貸し出します。

要綱を改正し利用しやすいルールを提示します。

要項を一部改正し使用しやすくしました。(原則1
日、最長２日の考え方を、柔軟にし、休日は含め
ない）
福祉車両の貸出件数　５３件

B
より多くの方に利用いただくように、周知方法を拡大し
ます。

98 健幸長寿課
９　意思疎通における
　　合理的配慮の提供

市窓口等において、筆談や手話、聞き取りやすい
言葉で話す等、相手の障がいの特性に応じた意思
疎通を行います。

障がいにより配慮を必要とする来庁者に対して、
筆談や聞き取りやすい言葉や声の大きさで話す等
の対応を行うと共に、手話や外国語を話す方に対
して、意思疎通を行えるよう遠隔通訳サービスを
提供します。

障がいにより配慮を必要とする来庁者に対して、
筆談や聞き取りやすい言葉や声の大きさで話す等
の対応を行いました。また、手話や外国語を話す
方に対して、意思疎通を行えるよう遠隔通訳サー
ビスを導入しています。

A

障がいにより配慮を必要とする来庁者に対して、
筆談や聞き取りやすい言葉や声の大きさで話す等
の対応を行うと共に、手話や外国語を話す方に対
して、意思疎通を行えるよう遠隔通訳サービスを
提供します。

99 健幸長寿課
１０　障がい者地域生活
　　　支援事業

障がい福祉サービスや障がい児通所支援では満た
しきれない支援ニーズに対応するため、自立した
日常生活、又は社会生活を営むことができるよ
う、地域の特性や本人の状況に応じてサービスを
提供します。

障がいを持った方が自立した日常生活、又は社会
生活を営むことができるよう、地域の特性や本人
の状況に応じてサービスを提供します。

自力で日常生活を営むことが困難な障がい者に対
して、移動・移乗支援用具（2件）、居宅生活動作
補助用具（5件）、ストマ装具（723件）、紙お
むつ（448件）の日常生活用具給付を行いまし
た。また、障がい者等の日中活動の場の確保と介
護者（家族等）の一時的な休息を図る日中一時支
援事業として、実利用者数74名、延利用回数２２
６４回の利用がありました。その他、重度の身体
障がい者で自宅での入浴が困難な方を対象とする
訪問入浴サービスとして実利用者数5名、延利用回
数254回の利用がありました。

A
障がいを持った方が自立した日常生活、又は社会
生活を営むことができるよう、地域の特性や本人
の状況に応じてサービスを提供します。

100 健幸長寿課
１１　グループホームの
　　　整備推進

施設等を退所して地域で生活する人や「親亡き
後」に自立した生活を営む場として、グループ
ホームの整備を推進します。

障がい者の生活の場の確保のために、事業所等へ
の情報提供を行います。

令和6年度中に、４名分が増床されました。 B
障がい者の生活の場の確保のために、事業所等へ
の情報提供を行います。

101 健幸長寿課 １２　施設入所の支援

障がいの特性等により在宅生活が困難で、日常生
活上の介護が常時必要な人については、十分なア
セスメントを実施した上で、施設への入所を支援
します。

施設入所について相談があった場合、障がい種別
に対応した施設を紹介します。また、入所支援施
設から空き情報があった場合、市内の相談支援事
業所に情報を提供し、入所を希望している方へ案
内を依頼します。

施設入所について相談があった場合、障がい種別
に対応した施設を紹介しました。また、入所支援
施設から空き情報があった場合、市内の相談支援
事業所に情報を提供し、入所を希望している方へ
案内を依頼しました。

A

施設入所について相談があった場合、障がい種別
に対応した施設を紹介します。また、入所支援施
設から空き情報があった場合、市内の相談支援事
業所に情報を提供し、入所を希望している方へ案
内を依頼します。

- 都市計画課
１３　コミュニティバスの
　　　無料化（障がい者）※

引き続き、障がい者手帳を有する人について、市
が運行するモコバス（もりやコミュニティバス）
の運賃を無料にします。

今年度も継続して、障がい者手帳所有者について
モコバス（もりやコミュニティバス）の運賃無料
を実施します。

今年度も継続して、障がい者手帳所有者について
モコバス（もりやコミュニティバス）の運賃無料
を実施しました。

A
今年度も継続して、障がい者手帳所有者について
モコバス（もりやコミュニティバス）の運賃無料
を実施します。

102 都市計画課 １４　低床バスによる運航
引き続き、市が運行するモコバス（もりやコミュ
ニティバス）について、障がい者や高齢者等が利
用しやすいよう、低床バスにより運行します。

今年度もモコバスについては全便低床車両にて運
行します。

今年度もモコバスについては全便低床車両にて運
行しました。

A
今年度もモコバスについては全便低床車両にて運
行します。

- 都市計画課 １５　デマンド乗合交通※

守谷市デマンド乗合交通は、守谷市地域公共交通
網形成計画（平成30年７月策定）に基づき、高齢
者や障がい者を対象に「小さな交通」を実現する
ための手段の１つとして運行しています。この乗
合交通では、事前に利用登録を行った上で、電話
で事前に予約があった利用者の指定する場所（自
宅等）へ迎えに行き、指定する場所（公共施設、
医療機関、店舗等）まで運行するものとなってい
ます。

今年度も多くの方が利用できるように、運行等の
調整を図っていきます。

令和６年度の利用者数は20,153名であり、令和5
年度の20,310名と比較して157名の減となりま
した。
また、障がい者については令和６年度2,604名の
利用があり、令和５年度の3,009名と比較して
405名減少しました。

A
今年度はさらに多くの方が利用できるように、乗
り合いシステム効率化、運行の調整等を図ってい
きます。

- 健幸長寿課
１６　福祉タクシー券
　　　交付事業※

70歳以上の高齢者のみ世帯等に対して、医療機関
等への通院にタクシーを利用する際に、初乗り運
賃相当額を助成することにより、医療機関等へ通
院する環境を整えます。

重度の障がい者（特定疾患医療受給者含む）・高
齢者（70歳以上で同一敷地内に70歳未満もしく
は住民税課税者と同居していない方）が医療機関
への受診等を目的としてタクシーを利用した場合
に利用できるタクシー券（１枚につき500円）を
助成します。1回の乗車につき2枚まで利用できま
す。

令和6年3月に、令和5年度中の申請者に対し令和
6年度分のタクシー券について申請勧奨を実施しま
した。また、随時新規申請を受け付けし、年間で
重度の障がい者（特定疾患医療受給者含む）126
名、高齢者183名にタクシー券を交付しました。

A

重度の障がい者（特定疾患医療受給者含む）・高
齢者（70歳以上で同一敷地内に70歳未満もしく
は住民税課税者と同居していない方）が医療機関
への受診等を目的としてタクシーを利用した場合
に利用できるタクシー券（１枚につき500円）を
助成します。1回の乗車につき2枚まで利用できま
す。

103 おやこ保健課
１　こんにちは赤ちゃん
　　訪問事業

保健センターの保健師等、又は母子保健推進員
が、生後４か月までの乳児がいる全家庭を訪問
し、育児上必要な情報の提供と、養育環境の把握
を行います。

妊娠中の方を対象に、母親学級は、栄養・歯科の
内容について、年4クール（各2回）実施する。両
親学級は、産後の子育てを夫婦で考えるきっかけ
となるよう、沐浴体験や調乳体験を取り入れ、年
８回土曜日に開催します。

新生児訪問事業をこんにちは赤ちゃん訪問事業を
兼ねて実施した。訪問延べ件数５０８件。必要時
産後ケアや相談事業につなぎました。

A

新生児が産まれた家庭に訪問、母子の生活状況の
確認、子育ての孤立化の防止、相談対応などを
行っていきます。母または子が入院中の家庭を除
き、訪問を実施できるよう、事業の周知・訪問調
整を行います。

104 おやこ保健課 ２　母親学級・両親学級事業
保健センターにおいて、妊娠中の過ごし方、出産
に当たっての心構えや産後の育児方法、沐浴の方
法などを学びます。

妊娠中の方を対象に、母親学級は、栄養・歯科の
内容について、年4クール（各2回）実施します。
両親学級は、産後の子育てを夫婦で考えるきっか
けとなるよう、沐浴体験や調乳体験を取り入れ、
年８回土曜日に開催します。

母親学級は4クール（各２回）参加延べ人数77
人。
両親学級は土曜日１２回、個別対応として平日１
２回実施し、１４０組の夫婦が参加しました。産
後うつの周知、夫婦で考えるチーム育児、調乳の
実習等、実施しました。

A

妊娠中の方を対象に、プレママクラス（母親学
級）は、栄養・歯科の内容についてと毎回助産師
によるミニ講座を、年4クール（各2回）実施しま
す。パパママクラス（両親学級）は、産後の子育
てを夫婦で考えるきっかけとなるよう、沐浴体験
や調乳体験を取り入れ、年８回土曜日に開催しま
す。

105 のびのび子育て課

３　子育て世代包括支援事業

（R6～）こども家庭センター事
業

妊婦及び乳幼児とその保護者の子育てに関する個
別ニーズを把握し、必要な情報の提供や相談対
応、関係機関の利用支援等を行います。
（R6～）全ての妊産婦や子育て世帯、こどもを対
象に児童福祉と母子保健が一体となり、それぞれ
の家庭の状況に応じた相談や支援を切れ目なく行
います。

令和６年度から、子ども家庭センターを設置し、
児童福祉と母子保健の一体的な相談支援体制の整
備をしたことで、これまでの子育て世代包括支援
事業と家庭相談事業を統合します。
妊娠期から子育て期において、段階的に切れ目の
ない支援をしていくために、関係機関との連携を
図り、それぞれの専門性を発揮しながら、子供と
その家庭を中心としたサポートの充実に努めま
す。

妊娠届出時の専門職による面談（487人）、妊娠
８か月時のアンケート（妊娠届出をした全妊婦と
転入妊婦482人）、出産後のハローベビーの会
（地域子育て支援拠点で年93回）の実施を行い、
妊娠から出産、子育て期の保護者のニーズを積極
的に把握し、必要な情報を提供したり、相談に応
じて子育て不安の解消に努めました。

B

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を実現
するために、関係機関との連携を図り、それぞれ
の専門性を発揮しながら、支援を行っていきま
す。
また、サポートプランを活用しながら、こどもと
その家庭を中心とした支援の充実を図ります。
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106 おやこ保健課 ４　産後ケアの充実

出産後に家族等から十分な家事・育児等の援助が
受けられず、育児支援を特に必要とする家庭に対
して、母子への心身のケアや育児のサポート等を
引き続き実施するとともに、産後２週間、１か月
の早い時期から産婦健康診査の費用助成を行いま
す。

産後ケアを必要とする者に対し、産婦の心身のケ
ア・育児相談・授乳のケアなどを実施する。産婦
のニーズを確認し、委託機関と連携しながら、宿
泊型・通所型・訪問型を展開していきます。

産後ケアの対象者を「産後ケアを必要とする者」
として実施。利用実績は前年比を大きく上回り宿
泊延べ１４４泊、通所延べ４２日、訪問延べ２０
５回。

A

産後ケアを必要とする者に対し、産婦の心身のケ
ア・育児相談・授乳のケアなどを実施する。要支
援者加算開始し、委託機関と連携を強化し、宿泊
型・通所型・訪問型を展開していく。

- のびのび子育て課
５　ファミリーサポート
　　センター事業※

市が設置するもりやファミリーサポートセンター
では、育児の援助を受けたい人（利用会員）と、
育児の援助を行いたい人（サポーター会員）との
相互援助活動（子どもの預かりや送迎など）に関
する連絡・調整を実施しています。

相互援助活動継続のため、事業の実施内容の周知
活動を幅広く実施し、事業の利用につなげます。
数値目標：援助回数１,４００件以上

相互援助活動のためにアドバイザーが利用者とサ
ポーターとの連絡調整を行い、年間をとおして援
助を行いました。
取組結果：在宅援助８３８件　施設援助６８６件
土日祝日利用１６件

B
相互援助活動継続のため、事業の実施内容の周知
活動を幅広く実施し、事業の利用につなげます。
数値目標：援助回数１,４００件以上

- のびのび子育て課
６　地域子育て支援センター
　　運営事業※

市内在住の未就学児とその保護者を対象とし、家
庭や地域における子育て機能の低下や、孤独感や
不安感を持つ親の増加に対応するため、地域にお
いて子育て親子の交流等（広場事業及び園庭開
放、育児相談、子育て講座、子育てサークル支
援、地域交流等）を促進する場所を設置し、保護
者の不安感の緩和と児童の健やかな育ちを支援し
ています。地域交流においては、地域のお年寄り
や出前サロンのお年寄りとの異世代交流を実施し
ています。

子育て支援のため、新たに体を使った遊びを増や
し、引き続き講座やイベントで、子育て親子の交
流の場を提供します。
取組目標：参加者１,8００人以上

子育て中の親子の交流のために、こどものための
リトミック講座等、パパと遊ぼう、夢っ子まつ
り、夢っ子コンサート等を実施しました。
取組結果１,５３５人が参加

B
子育て支援のため、引き続き講座やイベントで、
子育て親子の交流の場を提供します。
取組目標：参加者１,8００人以上

107 すくすく保育課 ７　病児・病後児保育事業

病気の回復期又は回復期ではないが症状が安定し
ている状態の児童について、保護者が働いている
等の理由により、家庭での保育や集団保育が困難
な場合に、病院等に付設された専用スペースにお
いて看護師等が一時的に保育をしています。

国の運営費で運営する企業主導型保育事業での病
児・病後児保育で必要な診療情報提供書につい
て、すこやかルームでも使用可能となるよう事業
者へ交渉し、更なる利便性を図れるよう努めま
す。

企業主導型保育事業での病児・病後児保育の求め
る診療情報提供書、すこやかルームで求める診療
情報提供書いずれかを提出すれば、どちらの施設
も利用可能となるよう交渉を行い、利便性向上を
図りました。

B
Morinfoの廃止に伴い、事前登録や利用予約を
Web上で実施できる体制を見直すとともに、利便
性の向上を図ります。

108 すくすく保育課
８　待機児童解消に向けた
　　対策
　　（認証保育園委託事業）

認可保育所へ入所できなかった児童の保育を、認
証保育園（市認定の認可外保育所）へ委託し、預
かり場所を確保することで、実質的な待機児童の
解消を図ります。

３歳未満児童について、未だ入所保留児童が発生
している状況であるため、保護者が利用しやすく
するために引き下げた保育料の周知等を強化しま
す。

認証保育園への委託料の見直し及び一時預かり事
業の委託をして経営の安定化を図り、認可保育所
へ入所出来なかった児童の預かり場所を確保しま
した。

B

引き続き、低年齢の利用保留児童がいることか
ら、認証園が安定して運営でき、より多くの児童
を受け入れ（定員枠の範囲内）ができるよう支援
します。

109 すくすく保育課
９　待機児童解消に向けた
　　対策
　　（保育人材確保事業）

市内事業者が保育等の人材を確保することができ
るよう、市内外の潜在保育士、新卒保育士に対し
て、国の保育対策総合支援事業実施要綱に基づ
き、市内の認可及び認可外保育施設、小規模保育
事業所＊、認定こども園＊、幼稚園の事業所紹介
及び面接の機会を設けます。また、新規採用され
た保育士に対して、就労助成金を交付します。

保育士確保が停滞ぎみのため、1回について新たな
対策を検討し実施予定です。

保育士向けの就職説明会を１回実施し、１５名の
参加があった。また、施設長に対して、余裕を
もった人員配置やＩＣＴ化で保育士の働きやすさ
についての講演を行い、職場環境の改善による人
材確保の手法についての知識を提供しました。

D

新たな保育士等の人材確保を支援するための
守谷市新規採用保育士等就労助成金の増額及
び職場環境改善による離職防止のための研修
を実施します。

研修参加施設：２９施設
保育士の離職防止のため、新たに市内保育施設を
対象に研修会を開催します。
数値目標：参加者２５施設以上

また、守谷市新規採用保育士等就労助成金の支給
要件や支給時期を見直して、より効果の高い確保
方策になるよう検討をします。

- おやこ保健課
１０　障がい児通所支援
　　（こども療育教室通園
　　　指導事業）※

個別指導・集団指導・各種相談など、発達に心配
のある就学前の児童及び保護者に対する療育指導
を行います。

事業を継続し、こども療育教室の利用希望者に対
して療育指導を行います。

利用契約者数156人
延利用人数1,954人
相談件数885件

A
事業を継続し、こども療育教室の利用希望者に対
して療育指導を行います。

110 健幸長寿課
１１　障がい児通所支援
　　（放課後等デイサービス
　　　事業）

守谷市障がい者福祉センターにおいて、市内在住
の障がいのある児童に対して、障がい児通所支援
（放課後等デイサービス）を提供します。

指定管理者制度を活用し、市内在住の障がいのあ
る人に対して、障がい福祉サービス（特定相談支
援、生活介護、就労継続支援Ｂ型）及び障がい児
通所支援（放課後等デイサービス）を行います。

就学中の障がい児に対し、放課後や夏休み等の長
期休暇中に学校教育と相まって障がい児の自立を
促進するとともに、放課後等の居場所づくりを提
供し、延べ1,602件の利用がありました。

A

指定管理者制度を活用し、市内在住の障がいのあ
る人に対して、障がい福祉サービス（特定相談支
援、生活介護、就労継続支援Ｂ型）及び障がい児
通所支援（放課後等デイサービス）を行います。

111 すくすく保育課 １２　障がい児保育の充実
保育所等に看護師等の配置を行うことにより、医
療的ケア児及び発達に心配のあるお子さんを受け
入れられるよう体制整備に努めます。

障がい児受け入れ施設に対しての補助金について
支給対象条件を見直しのうえ要綱を改正し更に給
付しやすいように努めます。

加配（障がい等）児童の保育所等入所数５７名
※増加の主な要因は、発達が遅れている児童も対
象にした事による
（参考）令和５年度加配（障がい等）児童の保育
所等入所数３７名

A

障がい児受け入れ施設に対しての補助金について
支給対象条件を見直しのうえ要綱を改正し更に給
付しやすく努めます。

112 社会福祉協議会 １３　親子ふれあい交流事業

ひとり親家庭の親子を対象に、守谷市食生活改善
推進員の協力を得て、親子クッキングを開催して
います。また、３月下旬には親子一日ふれあい遠
足を実施しています。

バスの中での自己紹介やゲームを行ったが、交流
が少なかったので、地域で交流を目的とする事業
を企画します。

子育て世帯に対し、誰もが楽しめるパラスポーツ
体験や音楽を通した交流会を開催

B
親子で楽しめる企画を提案し交流の場を作りま
す。

市民協働推進課
子ども食堂が市内全域に広がるよう、社会福祉協
議会と協力し、実施していない7地区の「まちづく
り協議会」へ提案していきます。

北守谷地区内において、令和６年度には新たに子
ども食堂（地域食堂）が２か所開設（合計４か
所）されました。また、高野地区、守谷C地区、大
井沢地区でも、引き続き食堂が運営され、地域の
活性化に貢献しました。

A

子ども食堂（地域食堂）が市内全域に展開される
よう、社会福祉協議会と協力し、実施していない
他地区の「まちづくり協議会」に提案していきま
す。

のびのび子育て課
まちづくり協議会と協働し、食事と遊びを通じた
交流会を実施します。

まちづくり協議会と協働し、食事と遊びを通じた
交流会を１回実施しました。

B
まちづくり協議会と協働し、食事と遊びを通じた
交流会を実施します。

114 生涯学習課
１５　放課後子ども
　　　総合プラン

「放課後子ども教室事業（子ども教室）」及び
「放課後児童健全育成事業（児童クラブ）」を一
体的、又は連携して実施する総合的な放課後対策
であり、教育委員会が主導して推進しています。

放課後子ども教室は、１年生から３年生に対象を
絞り令和６年９月から再開予定。児童クラブは、
利用希望に応じた環境整備（部屋・支援員の確
保）を行い、待機児童ゼロを継続します。
数値目標：児童クラブ待機児童数０人

令和６年９月から放課後子ども教室を再開。児童
クラブは増加する利用希望者に対応するため令和
６年４月から民設民営児童クラブを２箇所新たに
開設し、引き続き待機児童ゼロを継続していきま
す。
数値実績：児童クラブ待機児童数０人

A

黒内小学校の児童数増加に伴い今年度から特定地
域選択制度が開始されました。今後も増加が見込
まれる児童数に対応するためクラブ数増の方策を
検討し、引き続き待機児童ゼロを継続していきま
す。
数値目標：児童クラブ待機児童数０人

115 教育指導課
１６　小学校サタデー学習
　　　支援教室

小学４～６年生までの児童で，当該児童及びその
保護者が学習支援教室の利用を希望し，かつ，基
礎的・基本的な学習支援が必要な児童の個別指導
を実施しています（新型コロナウイルス感染対策
のため令和４年１月現在休止中）。（学習場所：
守谷中学校）

令和６年度はサタデー学習支援教室を5月から開始
し、34回（１人あたり１7回）の実施を予定して
います。
夏季休業中にも４回実施（１人あたり２回）し、
学習のリズムが整うように支援します。

令和６年度はサタデー学習支援教室を5月から開始
し、32回（１人あたり１6回）実施しました。
夏季休業中にも４回実施（１人あたり２回）し、
宿題などに取り組みました。

A

令和７年度はサタデー学習支援教室を5月から開始
し、１７回の実施（今年度は1グループ）を予定し
ています。
夏季休業中にも２回実施し、学習のリズムが整う
ように支援します。

116 教育指導課
１７　スクールソーシャル
　　　ワーカーの配置

教育指導課内に，スクールソーシャルワーカーを
配置し，問題を抱える児童生徒が置かれた環境の
改善に向けた働きかけを行います。

令和６年度はスクールソーシャルワーカーを３人
増員し、各中学校区に１人配置し相談体制を強化
します。

スクールソーシャルワーカーを各中学校区１名配
置したことで、合計1138件の相談に対応するこ
とができました。

A

令和７年度は、スクールソーシャルワーカーを総
合教育支援センター配置にしたことで、学校・保
護者・関係機関との連携を強化し、チーム支援に
向けた体制づくりを行います。

子どもの孤食や貧困問題を踏まえ、一部のまちづ
くり協議会では、食事と遊び等を通して、様々な
世代の人と交流する居場所づくりを行っていま
す。今後、子ども食堂が市内全域に広がるよう
に、各地区の「まちづくり協議会」の活動を継続
して支援していきます。

１４　子ども食堂の開設
　　　・運営支援
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

117 教育指導課
１８　保幼小中高一貫教育
　　　推進事業

保幼小中高の切れ目のない連携による，授業や行
事等の交流を図ります。

令和６年度も昨年に引き続き、授業参観等を通し
て相互理解を図ります。
さらに、夏季休業中に各学校の保幼小接続コー
ディネーターと幼児教育施設担当者との会議を実
施します。

各小学校区内で相互授業参観や幼保施設の年長児
と小学校１年生が交流を行いました。また、年度
末（３月上旬）には各学校の保幼小接続コーディ
ネーターと幼児教育施設担当者と連絡協議会を実
施しました。

B

幼児教育と小学校教育の円滑な接続に向けて、
幼児教育担当者会研修会を実施します。研修会で
は架け橋プロクラム作成に向けた体制づくり・カ
リキュラム作成を行います。
数値目標：年２回

118 教育指導課

１９　総合教育支援センター
　　　事業
　　　（不登校、いじめ、
　　　発達障がい等）

不登校やいじめなどで配慮の必要な児童生徒，発
達障がい等を含め特別な支援を必要とする児童生
徒及びその保護者などに対して，専門的かつ積極
的な支援を行います。また，守谷市保幼小中高一
貫教育の理念に沿って，支援を必要とする児童生
徒に対して発達段階に即した計画的・継続的な支
援を行います。

令和６年度は、いじめ対策相談員を増員し、隔月
であったいじめ対策会議への参加を毎月としま
す。
また、検査員を増員したことで増加している未就
学児童の相談にも対応できるようにします。

いじめ対策相談員を増員したことで、市内全小中
学校で実施しているいじめ対策会議に毎月参加
（年間１２回）することができ、全校への指導・
助言を行うことができました。また、検査員を増
員したことで未就学児童の相談にも対応できるよ
うになり、１３９件検査を実施することができま
した。

A

令和７年度は、市内全小中学校に校内フリース
ペースを設置し、支援員を配置したことで、不登
校児童生徒への支援を強化します。
支援センターを含む関係者会議（定例会）を１２
回実施し、チーム支援の体制づくりを行います。

119 社会福祉課
１　生活困窮者自立相談
　　支援事業

自立相談支援事業は、生活困窮者からの相談に早
期かつ包括的に応ずる相談窓口となります。ここ
では、生活困窮者の抱えている課題を適切に評
価・分析（アセスメント）し、その課題を踏まえ
た「自立支援計画」を作成するなどの支援を行い
ます。また、関係機関との連絡調整や支援の実施
状況の確認なども行います。

前年度と同様に委託により生活困窮者に対して、
生活相談、就労支援等を実施します。また、相談
の裾野を広げ、相談及び支援がスムーズに図れる
よう、委託業者と市で連携を図り、相談体制の構
築を行います。
令和６年度目標
新規相談件数　　４０件
延相談件数    　３００件
就労件数　　  　５件
プラン作成数　 １０件

生活困窮者に対して、生活相談、就労支援等を実
施。必要に応じて自立支援計画のプランを作成し
ました。
事業は一般社団法人アイネットに委託。
令和6年度実績　新規相談件数　36件
                       延相談件数    831件
　　　　　　　　就労件数　　  ８件
                       プラン作成数　 10件

A

前年度と同様に委託により生活困窮者に対して、
生活相談、就労支援等を実施します。
また、相談の裾野を広げ、相談及び支援がスムー
ズに図れるよう、委託業者と市で連携を図り、相
談体制の構築を行います。
令和7年度目標　新規相談件数　　40件
                       延相談件数    　 900件
　　　　　　　　就労件数　　  　１０件
                       プラン作成数　 　１5件

120 社会福祉課 ２　住居確保給付金事業

主たる生計維持者が離職・廃業後２年以内である
場合、若しくは個人の責任・都合によらず給与等
を得る機会が、離職・廃業と同程度まで減少して
いる場合で、一定の要件を満たした場合におい
て、市が定める額を上限に実際の家賃額を原則３
か月間（延長は３回まで最大１２か月間）支給し
ます。

生活困窮者及び住宅生活困難者等を関係機関と連
携し、ニーズ及び支援の実施を行います。
令和６年度目標
支給世帯数　２世帯
支給延回数   ３回
支給総額　918,000円

給付金申請者がいませんでした。 C
事業の存在を周知していていきます。
（必ずしも申請件数が評価基準とはなりませ
ん」

生活困窮者及び住宅生活困難者等を関係機関と連
携し、ニーズ及び支援の実施を行います。
令和７年度目標　支給世帯数　２世帯
                       支給延回数   ３回
　　　　　　　　支給総額　918,000円

121 社会福祉課 ３　就労準備支援事業

「社会との関わりに不安がある」「他人とのコ
ミュニケーションがうまくとれない」など、直ち
に就労が困難な人に対して、就労に向けた基礎能
力の習得や就労体験などの支援を行います。

就労に向けたきっかけとして、潜在的な能力の底
上げ当就労支援を実施していきます。
事業を委託し、委託先と市で連携を取り、支援の
実施に努めます。

令和６年度目標
新規支援者数　　８名
新規延支援回数　４０回

申込者に対して、就労に向けた基礎能力の習得や
就労体験などの支援を実施しました。
事業は一般社団法人アイネットに委託。
令和6年度実績　新規支援者数　28名
　　　　　　　新規延支援回数　28回

B

就労に向けたきっかけとして、潜在的な能力の底
上げなど就労支援を実施していきます。
事業を委託し、委託先と市で連携を取り、支援の
実施に努めます。
令和７年度目標　新規支援者数　30名
　　　　　　　新規延支援回数　40回

122
社会福祉課
（社会福祉協議会）

４　家計改善支援事業

家計状況の「見える化」と根本的な課題の把握を
行い、相談者が自ら家計を管理できるように支援
します。状況に応じた支援計画の作成や相談支
援、関係機関へのつなぎ、必要に応じて貸付の
あっせん等を行い、早期の生活再生をサポートし
ます。

課題を解決し支援終了となる基準を明確にしま
す。
目標設定をして本人の意欲を引き出します。

家計管理実人数１６名
家計管理延べ１１０件
延べ対応件数　１２０件
滞納解消、給付制度の活用、債務整理、自立相談
連携会議、家計相談会、食糧支援等を行いまし
た。

C

「見える化」できるまで情報提供してもらえ
る信頼関係の構築が肝要だが、一緒に考え、
自分で家計管理ができるようになるまで期間
を要します。

課題を解決し支援終了となる基準を明確にしま
す。
目標設定をして本人の意欲を引き出します。

123 社会福祉協議会 ５　生活福祉資金貸付

市社協が窓口となり、低所得世帯、障がい者及び
高齢者世帯の人々の経済的自立と安定した生活を
送れるよう資金の貸付を行います。貸付には、総
合支援資金、福祉資金、教育支援資金、不動産担
保型生活資金などがあります。

資金貸付と合わせて必要な相談支援を行うことに
より、経済的自立及び生活意欲の助長促進、安定
した生活を送ることを目的とした相談支援を継続
します。

相談件数１２１件　貸付決定　２件
教育支援資金３．３３７.０００円
福祉費　５０．０００円

B

資金貸付と合わせて必要な相談支援を行うことに
より、経済的自立及び生活意欲の助長促進、安定
した生活を送ることを目的とした相談支援を継続
します。

124 社会福祉協議会 ６　小口資金貸付
守谷市に居住する低所得者で、緊急かつ一時的に
資金を必要とする人に対して短期無利子の貸付を
行っています｡

福祉事務所と連携し、シームレスな対応を継続し
ます。

市小口資金貸付　１件　　５０．０００円
つなぎ資金貸付　７件

B
福祉事務所と連携し、シームレスな対応を継続し
ます。

125 社会福祉協議会 ７　フードバンク

フードバンク茨城と連携し、賞味期限などにより
不用となる食料品（消費期限の２か月以上前のも
の）について寄付の受け入れを行い、社会的支援
を必要とする人や子ども食堂などを運営するボラ
ンティア団体、福祉施設に提供しています。

安定した供給のために協力いただける企業を増や
します。

フードドライブ協力店舗が増えました。きづな
BOXや社協窓口に直接寄付をいただくことも多く
なりました。　　　　　　　　　　　　社協より
生活困窮世帯へ配布延べ世帯数は　５７世帯、食
品１４７．８７㌔米１１５㌔　　ライオンズクラ
ブとの共催による子育て世帯（ひとり親・準要保
護）に対し「もぐもぐ応援パック」フードパント
リーを開催　　　　　　第８弾：１２１世帯・第
９弾：１２５世帯

B
安定した供給のために協力いただける企業を増や
します。

126
健幸長寿課
（地域包括支援ｾﾝ
ﾀｰ）

１　地域包括支援センター
　　による総合相談

介護サービス事業者、医療機関、民生委員・児童
委員、ボランティア等地域における様々な関係者
のネットワークの構築を図り、市民の相談しやす
い環境づくりに努めます。また、自ら相談機関を
活用していなかったことなどから十分な支援が届
いていないケースや、複雑化・複合化した課題を
抱えているため、支援につながりにくいケース等
に関しては、アウトリーチの手法により積極的に
働きかけを行い、長期にわたる継続的な支援、い
わゆる伴走型の支援を実施します。

地域の高齢者の総合相談窓口として、高齢者やご
家族、地域の住民などからさまざまな相談を受
け、どのような支援が必要かを把握し必要なサー
ビスにつなげていきます。

高齢者やご家族、地域の住民などからさまざまな
相談を受け、どのような支援が必要かを把握し必
要なサービスにつなげました。相談内容のうち、
一番多いのは介護保険に関するものであるが、認
知症に関するものや成年後見、虐待等権利擁護に
関する相談も増加しています（相談件数合
計:3,948件）。

B

地域の高齢者の総合相談窓口として、高齢者やご
家族、地域の住民などからさまざまな相談を受
け、どのような支援が必要かを把握し必要なサー
ビスにつなげていきます。

-
健幸長寿課
（社会福祉協議会）

２　茨城型地域包括ケア
　　システムを活用した支援
　　（単独の制度では対応
　　できないケース支援）※

単独の支援機関では対応が難しい複雑化・複合化
した課題に対して、どのようなサービスが必要か
を各機関の関係者が話し合うサービス調整会議を
行い、実際に必要なサービスを提供する地域住民
やボランティア、民生委員・児童委員、保健・医
療・福祉の関係者がチームを組み支援していく在
宅ケアチームを編成し、支援を実施します。

地域ケアシステムサービス調整会議の内容の充実
化、対象者へ対応時間の確保等を図り、より一層
の支援につなげます。

年間延べ相談件数４０９件　支援者数９４名　ケ
アチーム数４９。２か月毎ごとにサービス調整会
議を開催し、困難事例検討や講演会開催について
話し合いをしました。市役所大会議室にて地域ケ
ア講演会「親亡き後の備えについて」行政書士花
村秋洋氏による講演会を開催しました。参加数６
３名。後日社協HPにユーチューブで講演会内容を
投稿しました。

B
地域ケアシステムサービス調整会議の内容の充実
化、対象者へ対応時間の確保等を図り、より一層
の支援につなげます。

128 社会福祉課 ３　福祉相談案内窓口の設置

福祉相談案内窓口を設置することで、相談窓口が
分からない人に対する窓口案内や単独の所管課だ
けでは対応が難しい相談に対する複数の所管課呼
び出しを行い、相談支援の充実を図ります。

地域福祉計画検討委員会等の場において、関係各
課と現状の課題点の精査、窓口設置の必要性につ
いて検討します。

地域福祉計画検討委員会の場において、福祉相談
案内窓口の必要性について協議を行いました。
その結果、各担当窓口が連携しながら対応できて
いるという現状を確認することができたため、福
祉相談案内窓口の設置の必要性が低いことが確認
できました。

A

令和７年度は市役所の改修工事等が予定されてい
ますので、その状況等を勘案しながら、引き続
き、各担当が連携しながら対応していくうえでの
効率的な連携に資する取組みについて、検討を
行っていきます。
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

- のびのび子育て課
４　子育て世代包括支援事業※
（R6～）こども家庭センター事
業

妊婦及び乳幼児とその保護者の子育てに関する個
別ニーズを把握し、必要な情報の提供や相談対
応、関係機関の利用支援等を行います。
（R6～）全ての妊産婦や子育て世帯、こどもを対
象に児童福祉と母子保健が一体となり、それぞれ
の家庭の状況に応じた相談や支援を切れ目なく行
います。

令和６年度から、子ども家庭センターを設置し、
児童福祉と母子保健の一体的な相談支援体制の整
備をしたことで、これまでの子育て世代包括支援
事業と家庭相談事業を統合します。
妊娠期から子育て期において、段階的に切れ目の
ない支援をしていくために、関係機関との連携を
図り、それぞれの専門性を発揮しながら、子供と
その家庭を中心としたサポートの充実に努めま
す。

妊娠届出時の専門職による面談（487人）、妊娠
８か月時のアンケート（妊娠届出をした全妊婦と
転入妊婦482人）、出産後のハローベビーの会
（地域子育て支援拠点で年93回）の実施を行い、
妊娠から出産、子育て期の保護者のニーズを積極
的に把握し、必要な情報を提供したり、相談に応
じて子育て不安の解消に努めました。

B

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を実現
するために、関係機関との連携を図り、それぞれ
の専門性を発揮しながら、支援を行っていきま
す。
また、サポートプランを活用しながら、こどもと
その家庭を中心とした支援の充実を図ります。

129 のびのび子育て課
５　家庭児童相談事業
（R6～）こども家庭センター事
業

０歳から18歳までの児童及びその保護者が抱える
家庭内の問題や教育上の問題など多種多様な問題
に対し、臨床心理士等の家庭相談員が相談対応を
行い、保護者と一緒に問題の解決や育児不安を解
消できるよう支援します。
（R6～）全ての妊産婦や子育て世帯、こどもを対
象に児童福祉と母子保健が一体となり、それぞれ
の家庭の状況に応じた相談や支援を切れ目なく行
います。

令和６年度から、子ども家庭センターを設置し、
児童福祉と母子保健の一体的な相談支援体制の整
備をしたことで、これまでの子育て世代包括支援
事業と家庭相談事業を統合します。
妊娠期から子育て期において、段階的に切れ目の
ない支援をしていくために、関係機関との連携を
図り、それぞれの専門性を発揮しながら、子供と
その家庭を中心としたサポートの充実に努めま
す。

家庭児童相談室においては、866件のケースに対
し、1,950回のケース対応（訪問、相談、会議
等）を行い、要対協においては、855件のケース
に対し、2,983回のケース対応（訪問、相談、会
議等）を実施しました。

B

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を実現
するために、関係機関との連携を図り、それぞれ
の専門性を発揮しながら、支援を行っていきま
す。
また、サポートプランを活用しながら、こどもと
その家庭を中心とした支援の充実を図ります。

130 健幸長寿課
６　障がい福祉サービス利用
　　に係る相談体制の整備

障がい福祉サービスの利用に係る相談について
は、相談支援事業所において十分な評価・分析
（アセスメント）を実施し、必要な福祉サービス
が受けられるよう適切に支援します。また、事業
者の参入を促して相談支援体制の更なる充実を図
るとともに、相談支援専門員の意見交換の場とし
て設立された障がい者相談員連絡会を活用し、相
談員の資質向上に取り組みます。

相談支援事業所の相談支援専門員からの相談に対
し、適宜対応します。また定期的に行われている
障サ連の定例会に参加し、その中の相談支援部会
において、相談支援専門員と情報共有やケースへ
の相談対応を行います。

相談支援連絡会を年４回開催し、相談支援専門員
との連携強化、地域の支援体制を強化しました。
守谷市障がい福祉サービス事業所連絡協議会の定
例会に出席し、相談支援部会において相談支援専
門員へ事例に対して助言を行うとともに、地域課
題を共有しました。

B

地域の支援体制強化を目的として、相談支援専門
員との連絡会を継続して実施します。
守谷市障がい福祉サービス事業所連絡協議会の定
例会・相談支援専門部会に出席し、相談支援専門
員と情報共有および地域課題の把握を行います。

131 健幸長寿課
７　身体・知的障がい者
　　相談員による支援

当事者やその家族だからこそ打ち明けられるよう
な相談については、身体障がい者相談員、知的障
がい者相談員が同じ目線に立って、相談支援を実
施します。また、障がい者相談員の資質向上のた
め、相談員研修会に積極的に参加します。

障がい者又はその家族の方から相談を受け対応し
ます。
また、相談員研修等の受講を促進し、相談員の資
質向上に努めます。

身体・知的障がい者相談員が、障がい者又はその
家族からの相談を受け対応しました。
（身体障がい：延2件、知的障がい：延63件）
相談員の研修受講を促進、相談員活動ハンドブッ
クを支給し、相談員の資質向上に努めました。

B
当事者やその家族により相談支援を実施します。
相談員の研修参加を促進し、資質向上に努めま
す。

- 社会福祉課
８　民生委員・児童委員
　　による支援※

民生委員・児童委員の役割や活動について広く周
知を図り、身近な地域で相談が受けられるように
します。

前年度に引き続き、地域のイベントに参加し、福
祉相談窓口を設置することで、民生委員活動の活
性化を図ります。
（数値目標）福祉相談窓口の設置回数：５回

北守谷地区まちづくり協議会の「ぶらぶら亭」、
「くわがた亭」に福祉相談窓口を設置し、民生委
員活動のPR等を行いました。また、５月の強化月
間にあわせて、広報誌に民生委員児童委員の記事
を掲載しました。（取組結果）窓口の設置回数：
４回、広報誌の掲載：１回

B

引き続き、地域イベントへの参加による福祉相談
窓口の設置を行い、活動の活性化を図ります。ま
た、民生委員児童委員の一斉改選に伴うPRについ
ても広報誌、HP等を通じて行います。（数値目
標）福祉相談窓口の設置回数：２回、広報誌の掲
載：２回

- おやこ保健課 ９　乳幼児健診※

３～４か月児健診、１歳６か月児健診、３歳５か
月児健診を定期的に実施しています。その際に
は、発育・発達のチェック、子育て相談などを
行っています。

発育・発達のチェック、子育て相談のため、３～
４か月児健診２４回、１歳６か月児健診２８回、
３歳５か月児健診３０回を実施予定。

３～４か月児健康診査（24回、１歳６か月児健康
診査( 28回）、３歳５か月児健康診査（３0回）
を実施した。その際には、発育・発達のチェッ
ク、子育て相談などを実施した。

A
発育・発達のチェック、子育て相談のため、３～
４か月児健診２４回、１歳６か月児健診２４回、
３歳５か月児健診２８回を実施予定。

- 教育指導課

１０　総合教育支援センター
　　　事業
　　（不登校、いじめ、
　　　発達障がい等）※

不登校やいじめなどで配慮の必要な児童生徒，発
達障がい等を含め特別な支援を必要とする児童生
徒及びその保護者などに対して，専門的かつ積極
的な支援を行います。また，守谷市保幼小中高一
貫教育の理念に沿って，支援を必要とする児童生
徒に対して発達段階に即した計画的・継続的な支
援を行います。

令和６年度は、いじめ対策相談員を増員し、隔月
であったいじめ対策会議への参加を毎月としま
す。
また、検査員を増員したことで増加している未就
学児童の相談にも対応できるようにします。

いじめ対策相談員を増員したことで、市内全小中
学校で実施しているいじめ対策会議に毎月参加
（年間１２回）することができ、全校への指導・
助言を行うことができました。また、検査員を増
員したことで未就学児童の相談にも対応できるよ
うになり、１３９件検査を実施することができま
した。

A

令和７年度は、市内全小中学校に校内フリース
ペースを設置し、支援員を配置したことで、不登
校児童生徒への支援を強化します。
支援センターを含む関係者会議（定例会）を１２
回実施し、チーム支援の体制づくりを行います。

- 保健予防課
１１　こころの健康相談
　　　窓口の充実※

定期的に相談窓口を開設するほか、精神保健福祉
士による電話、面接、訪問により、「こころの健
康相談」を実施します。

本人、家族、関係機関を対象に相談対応を実施し
た「こころの健康相談」を実施。
担当者1人に頼らず、相談対応者を増やしていきま
す。

電話185件、面接４１件、訪問2件　他機関との
連携支援43件

A

本人、家族、関係機関を対象に相談対応を実施し
た「こころの健康相談」を実施。
担当者1人に頼らず、相談対応者を増やしていきま
す。

方
向
性
２

情
報
発
信
の
充
実

132 健幸長寿課
１　「障がい」「障がい者」
　　に関する啓発活動

市広報紙、市ホームページ、パンフレット等の
様々な広報手段を用いて、「障がい」や「障がい
者」に対する理解を深める啓発活動を推進しま
す。

守谷市内の福祉サービス事業所連絡協議会・団体
と協働し、障害者週間期間中にイオンタウン守谷
にて、事業所紹介や利用者の作品の展示を行い、
障がい者に対しての理解を求めます。また、広報
もりやにて周知・案内を実施します。

守谷市内の福祉サービス事業所連絡協議会・団体
と協働し、12/3～12/9までイオンタウン守谷に
て、事業所紹介や利用者の作品の展示を行い、障
がい者に対しての理解を求めました。また、広報
もりやにて次の周知・案内を実施しました。
４月「障がい・持病のある方へについて」、６月
「令和６年度茨城県障害者スポーツ大会「団体競
技・レクリエーション競技」参加申込につい
て」、「茨城県高次脳機能障害支援センターにつ
いて」、「守谷市障がい者基幹相談支援センター
の設置について」、７月「令和６年度手話講習会
（初級編）、８月「ナイスハートふれあいフェス
ティバル２０２４の開催及び募集について」、
「令和６年度障がい者就職面接会の開催につい
て」、9月「ひきこもり出張相談会」、10月「南
部地区オストミー講習会」、「司法書士会及び
（公社）成年後見センター・リーガルサポート茨
城支部主催の成年後見等に関する無料相談会の開
催について」、11月「障がい者週間について」、
「終活について考えてみませんか？～成年後見制
度・遺言・相続～」、2月「自動車税減免申請出張
窓口の開設について」、「「親なき後の備えにつ
いて」、「令和７年度茨城県障害者スポーツ大会
「個人競技」参加申込について」、3月「文字表示
電話サービス（ヨメテル）について」、「日常生
活用具の種目の追加・基準額が改定します」、
「茨城県手話通訳者養成講座「入講試験」のお知
らせ」

A

守谷市内の障がい者福祉サービス事業所連絡協議
会・団体と協働し、障害者週間期間中にイオンタ
ウン守谷にて、事業所紹介や利用者の作品の展示
を行い、障がい者に対しての理解を求めます。ま
た、広報もりや・市ホームページにて周知・案内
を実施します。
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

秘書課 引き続き、必要な情報の配信を行います。

災害情報や火災情報等をリアルタイムで発信し、
年間を通じて障害を生じさせることなく配信が行
えた。
また、登録者数は6,087名となり、令和６年度の
5,921名から166名増加した。

B 引き続き、必要な情報の配信を行います。

デジタル戦略課
市民生活の利便性向上に向けたMorinfoの機能強
化を図ります。

（Morinfo）Morinfoの機能強化に向けて、新
Morinfo（スーパーアプリ）の構築作業を開始し
ました。

B
新Morinfo（スーパーアプリ）の構築を完了さ
せ、市民へのリリースを行います。

- 中央図書館 ３　市広報紙等の音訳化※
視覚に障がいのある人等への情報提供のため、市
広報紙等を音訳化し、対象となる人に配布しま
す。

視覚に障がいのある人等への情報提供のため、市
広報紙等を音訳化し、対象となる人に12回以上配
布します。

視覚に障がいのある人等への情報提供のため、市
広報紙等を音訳化し、対象となる人に50回配布し
ました。

B
視覚に障がいのある人等への情報提供のため、市
広報紙等を音訳化し、対象となる人に12回以上配
布します。

- 秘書課
４　ウェブアクセシビリティ
　　の向上※

市ホームページの運営に当たっては，利用者の年
齢や障がいの有無に関わらず，全ての人が同じよ
うにホームページを利用できるよう，ウェブアク
セシビリティの向上に配慮します。

旧サイトから新サイトへの移行を短期間で行う必
要があり、新サイトについて充分に確認する時間
が確保できなかったことから、ウェブアクセシビ
リティ上で修繕が必要な機能やページが残ってい
ます。
その対応策として、管理者として継続的な確認・
修繕を行うとともに、職員向けにホームページ管
理システムの研修を定期的に行い、アクセシビリ
ティへの認識の定着を図る必要があります。

チャットボットやサイト内検索の精度向上、
「MORIYA申請ナビ」の導入を行い、アクセシビ
リティを向上させました。
また、新規採用職員や希望した職員を対象にホー
ムページ管理システムの研修を行い、ウェブアク
セシビリティについて説明を行いました。

開催日：令和７年６月１0日（月）
受講人数：３１名

A

ウェブアクセシビリティに関するJIS規格のAA準
拠を最低限の到達目標としているが、まだ全ペー
ジAA準拠には至っていないため、ホームページ全
体のAA準拠を目標とします。
そのため、管理者として継続的な確認・修繕を行
うとともに、職員向けにホームページ管理システ
ムの研修を行い、アクセシビリティへの認識の定
着を図ります。

134 のびのび子育て課
５　もりや子育てナビによる
　　情報配信

「予防接種」「医療機関」「市からのお知らせ」
など、子育てに必要不可欠な情報をモバイルで提
供します。

妊娠届出時や出産届出時に案内をし、登録者数を
増やすとともに、地域子育て支援拠点でのイベン
トなども積極的に配信し、多くの人が子育てに関
する情報を得る機会として活用していきます。

もり子育てナビの案内をし、登録者数を増やすと
ともに、必要な情報を適時発信した。また、こど
も家庭庁が目指す母子保健DXと利用者の利便性に
ついて検討し、母子健康手帳アプリの導入につい
て検討した。

B

こども家庭庁から電子母子手帳、電子予診票、マ
イナポータルとの連携を含む「母子保健DX」の推
進を掲げられていることから、妊産婦および子育
て世代の利便性向上と保健事業の効率化を目的と
して、電子母子健康手帳アプリ（母子も）を導入
し、今後予防接種電子予診票や乳幼児健診の電子
化を目指していきます。

介護福祉課

健幸長寿課

136 健幸長寿課
７　障がい者福祉の
　　しおり作成

「障がい者福祉のしおり」を配布し、障がい者に
対する支援制度や福祉サービスを周知します。

改正等修正事項が発生した都度、改訂版を作成し
窓口にて配布します。

改正等修正事項が発生した都度、改訂版を作成し
窓口にて配布しました。

B 改正等修正事項が発生した都度、改訂版を作成し窓口にて配布します。

137 のびのび子育て課
８　もりや子育てトライ
　　アングルブックの作成

「もりや子育てトライアングルブック」を配布
し、子育てについての行政情報や、遊び場、病院
ガイドなどの子育て支援情報を周知します。

ガイドブックの内容を更新し、最新の情報を提供
していきます。
児童センターや子育て支援センター等でも積極的
にガイドブックを活用し、より多くの子育て世代
へ情報を発信するツールとして活用していきま
す。

２０２２-２０２３年度分　３００冊増刷

２０２４-２０２５年度改訂版を作成し、
３，０００冊発行

児童センター、子育て支援センター、のびのび子
育て課やすくすく保育課の窓口（妊娠届出提出妊
婦、お子さんのいる転入家庭を対象）で配布し、
守谷市の子育て支援について発信した。

B

妊産婦や子育て世帯に対し、ガイドブックを活用
して守谷市の支援を周知するとともに。令和８年
度のガイドブック改定に向けて、母子健康手帳ア
プリによる電子化について検討する。

138 交通防災課
１　パトロール活動の推進と
　　防犯意識の高揚

守谷市防犯連絡員協議会・守谷市防犯パトロール
隊と連携したパトロール及び啓発活動を引き続き
実施し、地域での防犯活動の推進と、防犯意識の
高揚に努めます。

守谷市防犯連絡員協議会・守谷市防犯パトロール
隊と連携したパトロール及び啓発活動を引き続き
実施し、地域での防犯活動の推進と、防犯意識の
高揚に努めます。

守谷市防犯連絡員協議会・守谷市防犯パトロール
隊に協力を仰ぎ、年間を通してパトロール活動を
実施した。

B

　守谷市防犯連絡員協議会・守谷市防犯パトロー
ル隊と連携したパトロール及び啓発活動を引き続
き実施し、地域での防犯活動の推進と、防犯意識
の高揚に努めます。

139 交通防災課 ２　防犯連絡員の確保

都市化に伴う犯罪の巧妙化が進むとともに、ニセ
電話詐欺も急増していることを踏まえ、各地域の
防犯連絡員の確保を図り、地域・警察・防犯団体
と連携した防犯活動を推進します。

都市化に伴う犯罪の巧妙化が進むとともに、ニセ
電話詐欺も急増していることを踏まえ、各地域の
防犯連絡員の確保を図り、地域・警察・防犯団体
と連携した防犯活動を推進します。

防犯連絡員を新規に13人確保した。取手警察署か
ら発行される毎月の犯罪状況を鑑み、防犯連絡員
協議会の各支部ごとに独自のパトロール方針の支
援を行いました。

B

　都市化に伴う犯罪の巧妙化が進むとともに、ニ
セ電話詐欺も急増していることを踏まえ、各地域
の防犯連絡員の確保を図り、地域・警察・防犯団
体と連携した防犯活動を推進します。

140 交通防災課 ３　交通事故防止対策の推進

高齢者の事故が多発・増加している現状から、警
察や交通安全協会と連携し、高齢者を対象とした
シルバー自転車セミナーや高齢者自転車大会など
の事業を継続して行い、交通安全意識の高揚と運
転技能の向上に努めます。

高齢者の事故が多発・増加している現状から、警
察や交通安全協会と連携し、高齢者を対象とした
シルバー自転車セミナーなどの事業を継続して行
い、交通安全意識の高揚と運転技能の向上に努め
ます。

高齢者を対象としたシルバードライバーセミナー
を実施し、交通安全意識の高揚を図ることができ
ました。

B

　高齢者の事故が多発・増加している現状から、
警察や交通安全協会と連携し、高齢者を対象とし
たシルバー自転車セミナーなどの事業を継続して
行い、交通安全意識の高揚と運転技能の向上に努
めます。

141 交通防災課
４　自主防災組織の結成促進
　　と避難支援体制の充実

災害時の避難行動において支援を必要とする高齢
者等へ防災対策の充実・強化を図るため、防災講
話・発災対応型防災訓練を通じて自主防災組織の
結成促進と活動支援を行い、地域防災行動力の向
上と避難支援体制を整備します。

自主防災組織の結成を引き続き推進するととも
に、自主防災組織の強化に努めます。
また、避難所の環境改善のため民間補助金を活用
し、市内中学校の避難所１校の体育館にエアコン
を設置します。

自主防災組織の結成を引き続き推進するととも
に、自主防災組織の強化に努めました。
また、避難所の環境改善のため民間補助金を活用
し、市内中学校の避難所１校の体育館にエアコン
を設置しました。自立式ガス発電機のためエネル
ギーの複線化を実施しました。

B

自主防災組織の結成を引き続き防災講話・発災対
応型防災訓練を通じて推進するとともに、自主防
災組織の強化に努めます。また、避難所の環境整
備を充実するため、防災倉庫の資機材・備蓄品の
拡充を実施します。
（事業内容）
　災害時の避難行動において支援を必要とする高
齢者等へ防災対策の充実・強化を図るため、防災
講話・発災対応型防災訓練を通じて自主防災組織
の結成促進と活動支援を行い、地域防災行動力の
向上と避難支援体制を整備します。

142 社会福祉課
５　避難行動要支援者名簿
　　の整備と更新

災害時の避難行動要支援者やその家族が安心して
暮らすことができるよう、避難行動要支援者名簿
を適切に管理するとともに、避難行動要支援者に
対する支援活動に協力をいただく自治会等の拡大
を図ります。
また、避難行動要支援者を支援するために、要支
援者に対する避難支援の個別計画の作成に取り組
みます。

前年度に引き続き、自治会・町内会、自主防災組
織の方を対象とした制度説明会を実施し、名簿の
受領率向上に繋げます。
個別避難計画については、高野、大井沢、北守
谷、守谷の４地区で作成するとともに、地域と連
携した避難訓練の実施を検討します。
（数値目標）
・名簿の受領団体数　８０以上
・避難計画作成数　　２０以上※
　※R5年度より作成対象者減

自治会・町内会、自主防災組織の方を対象とした
制度説明会を開催し、名簿の受領率向上を図りま
した。そのほか、民生委員や社会福祉協議会、取
手警察署への名簿提供も実施し、地域の見守り体
制の向上に繋げました。
個別避難計画については、高野、大井沢、北守
谷、守谷の４地区のうち浸水想定区域にお住まい
の方を中心に避難計画を作成するとともに、計画
に基づいた避難訓練の実施を行いました。
（取組結果）
・名簿の受領団体数　８５（６月提供時）
　（自治会７６、自主防災組織９）
・避難計画作成数　３７

A

引き続き、自治会・町内会、自主防災組織等にお
ける制度の理解を深め、名簿の受領率についても
向上を図ります。また、地域での要支援者支援の
参考事例等についても積極的に発信していきま
す。
個別避難計画については、浸水想定区域以外にお
住まいの方についても計画作成を進めていきま
す。
（数値目標）
・名簿の受領団体数　９０以上
・避難計画作成数　　100以上

143 交通防災課
６　災害や防犯に係る
　　情報の迅速な提供

「メールもりや＊」、「Morinfo（もりんふぉ）
＊」を活用し、迅速に災害や防犯に係る情報を提
供します。

「メールもりや＊」、「Morinfo（もりんふぉ）
＊」を活用し、迅速に災害や防犯に係る情報を提
供します。

「ひばりくん防犯メール」より提供された犯罪情
報を市民へ周知を行った。また、防災情報は関係
機関とのシステムと連携し発出した。

B
「メールもりや＊」、「Morinfo（もりんふぉ）
＊」を活用し、迅速に災害や防犯に係る情報を提
供します。

各種イベントの開催情報や市民生活の利便性を向
上させる情報を欲しいタイミングで入手できるよ
う、「メールもりや」・「Morinfo（もりん
ふぉ）」を運営します。

２　「メールもりや」・
「Morinfo」による情報発信

方
向
性
２

情
報
発
信
の
充
実

「介護保険・高齢者福祉のガイドブック」を配布
し、高齢者に対する支援制度や介護保険制度の周
知を図ります。

６　介護保険・高齢者福祉の
　　ガイドブックの作成

135

133

サービス内容や介護保険料詳細を分かりやすく説
明したガイドブック及びリーフレットを作成し、
市役所窓口及び地域包括支援センター窓口で配布
しました。

A
介護報酬改定により、変更となったサービス内容
や介護保険料の内容を分かりやすく表記し、ガイ
ドブック及びリーフレットを作成・提供します。

引き続き、ガイドブック及びリーフレットを作
成・提供します。
令和7年度はガイドブック制作に対して協賛企業を
募り、制作費を無償化するとともに、協賛企業窓
口での配布を行います。
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

社会福祉課

介護福祉課

健幸長寿課

健幸福祉部

交通防災課

146 保健予防課
９　新型コロナウイルス
　　感染症等の対応

新型インフルエンザ・新型コロナウイルス等の感
染拡大防止に向けて市Ｗｅｂサイト等で情報発信
をしていきます。

新型インフルエンザ・新型コロナウイルス等の感
染拡大防止に向けて市Ｗｅｂサイト等で情報発信
をしていきます。

新型コロナウイルス感染症や予防接種、感染症予
防等について、広報や市ホームページ、Morinfo
を活用し、必要な情報を発信しました。（随意
時）。

A
新型インフルエンザ・新型コロナウイルス等の感
染拡大防止に向けて市Ｗｅｂサイト等で情報発信
をしていきます。

- 社会福祉課
１　避難行動要支援者
　　名簿の整備と更新※

災害時の避難行動要支援者やその家族が安心して
暮らすことができるよう、避難行動要支援者名簿
を適切に管理するとともに、避難行動要支援者に
対する支援活動に協力をいただく自治会等の拡大
を図ります。
また、避難行動要支援者を支援するために、要支
援者に対する避難支援の個別計画の作成に取り組
みます。

前年度に引き続き、自治会・町内会、自主防災組
織の方を対象とした制度説明会を実施し、名簿の
受領率向上に繋げます。
個別避難計画については、高野、大井沢、北守
谷、守谷の４地区で作成するとともに、地域と連
携した避難訓練の実施を検討します。
（数値目標）
・名簿の受領団体数　８０以上
・避難計画作成数　　２０以上※
　※R5年度より作成対象者減

自治会・町内会、自主防災組織の方を対象とした
制度説明会を開催し、名簿の受領率向上を図りま
した。そのほか、民生委員や社会福祉協議会、取
手警察署への名簿提供も実施し、地域の見守り体
制の向上に繋げました。
個別避難計画については、高野、大井沢、北守
谷、守谷の４地区のうち浸水想定区域にお住まい
の方を中心に避難計画を作成するとともに、計画
に基づいた避難訓練の実施を行いました。
（取組結果）
・名簿の受領団体数　８５（６月提供時）
　（自治会７６、自主防災組織９）
・避難計画作成数　３７

A

引き続き、自治会・町内会、自主防災組織等にお
ける制度の理解を深め、名簿の受領率についても
向上を図ります。また、地域での要支援者支援の
参考事例等についても積極的に発信していきま
す。
個別避難計画については、浸水想定区域以外にお
住まいの方についても計画作成を進めていきま
す。
（数値目標）
・名簿の受領団体数　９０以上
・避難計画作成数　　100以上

- 健幸長寿課
２　徘徊高齢者等ＳＯＳ
　　ネットワーク事業※

地域における認知症高齢者の見守り体制である
「守谷市徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク＊」を
活用し、徘徊により行方不明となった高齢者等の
早期発見や迅速な身元判明につなげることで、高
齢者等の安全確保と家族の負担軽減を図ります。
引き続き、広報紙等による「守谷市みまもりシー
ル＊」についての周知を徹底するとともに、介護
支援専門員等の協力を得て家族への働き掛けを行
い、事業への登録を促進します。

認知症声かけ模擬訓練時等において、認知症高齢
者等SOSネットワーク事業の周知の実施します。
地域包括支援センターや市内居宅介護支援事業所
向けに随時周知を行い、事業対象者の登録につな
げていきます。見守り協定事業所の拡大を図り、
地域の見守り体制を強化します。

9月13日及び10月23日に認知症高齢者声かけ模
擬訓練を実施し、SOSネットワーク事業の周知を
行いました。
また、認知症高齢者声かけ模擬訓練において、地
域包括支援センターに訓練実施者として参加いた
だきました。
・情報発信（捜索協力）4件
・新規登録24名
・登録後５年超過の方の確認作業を行い、再登録
または抹消手続きにより登録者を更新しました。
（再登録8名・抹消54名）

B

認知症声かけ模擬訓練時等において、認知症高齢
者等SOSネットワーク事業の周知を実施します。
地域包括支援センターや市内居宅介護支援事業所
向けに随時周知を行い、事業対象者の登録につな
げていきます。見守り協定事業所の拡大を図り、
地域の見守り体制を強化します。また、見守り
シールの更新に伴い、ホームページ等で周知を行
います。

健幸長寿課
行方不明者発生時等は引き続き協力事業所の協力
を得ながら情報提供の依頼を行います。

毎年、「見守り活動等協力事業所による情報交換
会」を開催してきたが、各事業所の負担等を考慮
し、２年に１回の開催に変更しました。令和６年
度は、活動実績等の情報を書面で各事業所に提供
しました。
行方不明者発生時は、協定事業所向けにメールや
FAXで情報提供の依頼を行いました。

B

令和７年度は、２年ぶりに「見守り活動等協力事
業所による情報交換会」を開催し、登録事業所へ
の情報提供を行うとともに、事業所情報を最新の
ものに更新を行い、行方不明者が発生した際に、
迅速に情報提供の依頼ができる体制を維持しま
す。

市民協働推進課
引き続き、通報を受理した場合は、速やかな問題
解決を図るため、的確に担当課や関係機関に通報
内容を伝達します。

令和６年度は、市民協働推進課に通報がありませ
んでした。
（各担当課に直接通報されています。）

A
引き続き、通報を受理した場合は、速やかな問題
解決を図るため、的確に担当課や関係機関に通報
内容を伝達します。

148 学校教育課 ４　通学補助員の配置

登校時の市立小学校の児童を交通事故から守り，
安全に登校させ，また，児童の交通ルール，マ
ナーの向上を図っています。小学校の通学路の交
通危険箇所（交差点等）に通学補助員を配置し，
交通誘導を行っています。

通学路の安全点検を継続し、点検対象となった危
険個所の対応を進めていきます。
（数値目標）対応率　90％

危険箇所の検討を行い、通学補助員の立哨箇所を
一カ所増やしました。

A

引き続き通学路の安全点検を継続します。
そのうえで、点検対象となった危険箇所の対応を
進めていきます。また必要に応じて、配置箇所の
検討も協議します。

149 学校教育課 ５　こども１１０番支援事業
犯罪や危険から子どもを守るため，子どもの緊急
避難場所となる「子ども１１０番の家」の登録数
を増やします。

登録者・店舗数増加に向け、広報等を活用した周
知活動を実施します。

昨年こども110番の家として、市内のコンビニ店
（２１店舗）に登録いただいたので、学校へ周知
しました。

B
登録者・店舗数増加に向け、広報等を活用した周
知活動を実施します。

- 学校教育課
６　通学時の見守り
　　ボランティア※

自治会等による通学時の見守りにより，児童の防
犯対策の充実を図っています。また，この見守り
活動により，児童とシニア世代の信頼関係が深
まっています。今後も，児童の防犯対策の充実を
図るため，通学時の見守りボランティアの協力団
体を増やします。

通学時の見守りについて地域の理解を深めるた
め、広報等を活用して、見守りへの協力を呼び掛
けていきます。

ボランティアの方にも協力をいただき、通学時の
見守りを行っています。通学補助員がいない箇所
や、地域によっては下校時にも積極的に見守り活
動をしていただいています。

B
通学時の見守りについて地域の理解を深めるた
め、広報等を活用して、見守りへの協力を呼び掛
けていきます。

150 健幸長寿課
１　成年後見制度の
　　普及・啓発

市民に対しては広報紙や講座・講演会・相談会等
を通じて、また関係機関等にはポスターやチラシ
等の配布・掲示及び講座等の開催を通じて制度の
普及・啓発を行います。本人用説明チラシなどを
対象者が理解しやすいよう複数作成します。

市民対象の講演会や広報掲載を行い、引き続き制
度の普及啓発に努めます。

市民向け講演会の実施、やホームページやパンフ
レットの作成・配布を通して、普及啓発をしまし
た。

B
市民に対しては、講座や講演会等を実施し、関係
機関等にはパンフレット等の配布や講座の実施を
し、制度の普及啓発を行います。

151 健幸長寿課
２　成年後見制度の
　　相談機能強化

身近な相談窓口（仮称：一次相談窓口）として市
民や介護支援専門員   、介護・障がいサービス事
業所、医療機関、金融機関等からの相談を受ける
体制とします。さらに、相談窓口では判断に迷う
ケースや困難事例及び市長申立て等に対する相談
機関（仮称：二次相談窓口）の整備も検討しま
す。

相談窓口を周知し、市民からの相談に対応しま
す。

相談窓口の周知をし、市民からの相談に対応しま
した。また、利用の判断に迷うケースは関係機関
で連携をし、対応しました。

B

相談窓口を周知し、相談対応ができるよう体制を
整えます。また、困難ケースや判断に迷うケース
については、関係機関で連携し適切な支援を行い
ます。

152 健幸長寿課
３　成年後見制度の
　　申立て支援

成年後見制度の利用が必要と思われる高齢者や障
がい者の親族等に対して、成年後見制度の説明や
申立てに当たっての関係機関の紹介などを行うと
ともに、親族等による申立てが困難な場合には、
市長申立てのための支援を行います。

成年後見制度の相談に対応し、必要に応じて申立
ての支援を行います。

成年後見制度の相談に対応し、申立てが必要な場
合に申立ての支援を行いました。

B
成年後見制度の相談に対応し、必要に応じて申立
て支援や市長申立てを行います。

144
災害時に避難所での生活が困難な要介護高齢者や
障がい者等の生活の場を確保するために、福祉避
難所の協定事業所の拡大を図ります。

７　福祉避難所の設置

新型コロナウイルスに感染するおそれのある環境
下において，守谷市に地震災害，風水害，事故災
害が発生した場合の感染リスクを可能な限り低減
するための避難所運営については，新型コロナウ
イルス影響下における避難所運営指針により対応
します。

宅配事業者、新聞販売店、金融機関、タクシー会
社等の56事業所と「見守り活動等に関する協定」
を締結しています（令和２年度末現在）。協力事
業所は、日常の業務の中で、新聞や郵便物がた
まっている、洗濯物が干したままになっている、
ひとりで歩いている高齢者等に異変があることに
気付いた等の場合は市に通報し、通報を受けた市
は、必要に応じて警察等に通報し、安否確認を
行って早期解決を図ります。事業所に対する「守
谷市みまもりシール＊」の周知を継続し、認知症
サポーター養成講座の受講を勧めるとともに、協
力事業所の拡大を図ります。

３　見守り活動等に関する
　　協定の締結と協定に
　　基づく事業の実施

147

８　新型コロナウイルス感染
　　予防に対応した避難所
　　開設・運営

145

茨城県の指針に基づき、パーテーションテントを
使用した避難所レイアウト及び体調不良者ゾーン
を設ける計画をすると共に、各自治会等で防災訓
練が実施された場合にはテントの展開や段ボール
ベットの組み立てを説明周知していきます。

茨城県の指針に基づき、パーテーションテントを
使用した避難所レイアウト及び体調不良者ゾーン
を設ける計画をすると共に、各自治会等で防災訓
練が実施された場合にはテントの展開や段ボール
ベットの組み立てを説明周知しています。

B

茨城県の指針に基づき、パーテーションテントを
使用した避難所レイアウト及び体調不良者ゾーン
を設ける計画をしました。各自治会等で防災訓練
が実施された場合にはテントの展開や段ボール
ベットの組み立てを説明しました。

新たに事業所と協定を締結し、福祉避難所を増や
していきます。

民間施設との福祉避難所の協定締結に限ら
ず、福祉避難所のあり方についても検討して
いきます。

C

特別支援学校と福祉避難所の協定締結に向けた協
議を行いました。しかし、避難所運営の方法等に
ついて、引き続き協議を要する点があり、協定締
結には至りませんでした。

福祉・防災部門が連携し、避難所生活が困難な方
への対応方法を検討するとともに、公共施設を福
祉避難所として活用している事例の把握・研究を
行い、市の公共施設を福祉避難所に使用すること
についても検証を進めていきます。
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

- 健幸長寿課
４　成年後見制度地域連携
　　ネットワークの構築※

相談対応、後見人受任者調整、家庭裁判所との連
携等の機能を持つ中核機関や中核機関における課
題等を話し合う協議会の設置に向けた検討を行い
ます。地域全体で権利擁護＊に取り組むための司
法・介護・福祉・行政等の関係機関によるネット
ワーク会議等の開催や関係機関との情報共有を図
る地域連携ネットワークの整備を進めていきま
す。

成年後見制度利用促進協議会を設置し、中核機関
における課題を整理し、検討を行います。
権利擁護機関連絡会（４回）を開催し、権利擁護
に関するネットワークを整備を進め連携を強化し
ます。

成年後見制度利用促進協議会を開催し、中核機関
における課題を整理し、検討を行いました。
また、権利擁護機関連絡会（４回）を開催し、権
利擁護に関する関係機関での情報共有や意見交換
をし、連携を強化しました。

B

成年後見制度利用促進協議会を開催し、成年後見
利用促進のための地域連携ネットワークの運営や
中核機関における課題等を協議します。
権利擁護機関連絡会（４回）を開催し、権利擁護
に関するネットワークを整備を進め連携を強化し
ます。

153 社会福祉協議会 ５　日常生活自立支援事業

認知症の高齢者や知的障がい、精神障がいがある
人などで判断能力が不十分な人を対象に、福祉
サービスの利用手続き援助や日常的な金銭管理
サービスなどを提供しています。

利用者３５名を７名の支援員で事業を行ってい
る。現在協力いただいている支援員が長期にわた
り協力いただいている方であるため、新たな支援
員を確保します。

利用者数（認知症４名・知的障害１２名・精神障
害１５名）計３１名
専門員支援　受電：５２２件・架電３８７件
訪問支援　３５５件
来所支援２３９件
生活保護受給者支援数４０８件
生活支援員訪問件数　３２３件

B 支援員確保に努めます。

154
健幸長寿課
（地域包括支援ｾﾝ
ﾀｰ）

６　高齢者の権利擁護事業

地域住民、民生委員・児童委員、介護支援専門員
などの支援だけでは十分に問題解決できない、適
切なサービス等につながる方法が見つからない等
の困難な状況にある高齢者が、地域において尊厳
のある生活を維持し、安心して生活できるよう、
専門的・継続的視点から、高齢者の権利擁護のた
め必要な支援を行います。

引き続き必要に応じて、地域包括支援センターと
連携をしながら支援を行います。

虐待（疑い）の相談や通報があった際に、地域包
括支援センターや居宅介護支援事業所、介護保険
サービス事業所等と連携を取りながら、事実確認
を行い、高齢者の権利擁護のため必要な支援を行
いました。

B
虐待（疑い）の相談や通報があった場合、地域包
括支援センターと連携をしながら支援を行いま
す。

155
健幸長寿課
（地域包括支援ｾﾝ
ﾀｰ）

７　高齢者虐待への対応

虐待の事例を把握した場合には、「高齢者虐待の
防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法
律」（平成17年法律第124号）等に基づき、速や
かに当該高齢者を訪問して状況を確認した上で、
個々の状況に応じた適切な対応を行います。

虐待の通報や報告、相談に適切な対応や支援を行
います。

高齢者の虐待の通報や報告、相談を受けた際に
は、状況に合わせて適切な対応や支援につながる
ようにしました。
※高齢者虐待通報数24件（内認定4件）

B
虐待の通報や報告、相談に適切な対応や支援を行
います。

- 健幸長寿課
８　「障がい」「障がい者」
　　に関する啓発活動※

市広報紙、市ホームページ、パンフレット等の
様々な広報手段を用いて、「障がい」や「障がい
者」に対する理解を深める啓発活動を推進しま
す。

守谷市内の福祉サービス事業所連絡協議会・団体
と協働し、障害者週間期間中にイオンタウン守谷
にて、事業所紹介や利用者の作品の展示を行い、
障がい者に対しての理解を求めます。また、広報
もりやにて周知・案内を実施します。

守谷市内の福祉サービス事業所連絡協議会・団体
と協働し、12/3～12/9までイオンタウン守谷に
て、事業所紹介や利用者の作品の展示を行い、障
がい者に対しての理解を求めました。また、広報
もりやにて次の周知・案内を実施しました。
４月「障がい・持病のある方へについて」、６月
「令和６年度茨城県障害者スポーツ大会「団体競
技・レクリエーション競技」参加申込につい
て」、「茨城県高次脳機能障害支援センターにつ
いて」、「守谷市障がい者基幹相談支援センター
の設置について」、７月「令和６年度手話講習会
（初級編）、８月「ナイスハートふれあいフェス
ティバル２０２４の開催及び募集について」、
「令和６年度障がい者就職面接会の開催につい
て」、9月「ひきこもり出張相談会」、10月「南
部地区オストミー講習会」、「司法書士会及び
（公社）成年後見センター・リーガルサポート茨
城支部主催の成年後見等に関する無料相談会の開
催について」、11月「障がい者週間について」、
「終活について考えてみませんか？～成年後見制
度・遺言・相続～」、2月「自動車税減免申請出張
窓口の開設について」、「「親なき後の備えにつ
いて」、「令和７年度茨城県障害者スポーツ大会
「個人競技」参加申込について」、3月「文字表示
電話サービス（ヨメテル）について」、「日常生
活用具の種目の追加・基準額が改定します」、
「茨城県手話通訳者養成講座「入講試験」のお知
らせ」

A

守谷市内の障がい者福祉サービス事業所連絡協議
会・団体と協働し、障害者週間期間中にイオンタ
ウン守谷にて、事業所紹介や利用者の作品の展示
を行い、障がい者に対しての理解を求めます。ま
た、広報もりや・市ホームページにて周知・案内
を実施します。

156 健幸長寿課
９　障がい者虐待の防止に
　　関する啓発

障がい者に対する虐待防止のため、市民や福祉
サービス事業者に対して啓発を行います。

ホームページでの啓発を行うとともに、事業者に
対しての周知、啓発を行います。

虐待防止や虐待の早期発見のため、「障がい者虐
待防止センター」や障がい者虐待について、障が
い者福祉のしおりやホームページ、市役所配架の
リーフレット等で周知をしました。

B
障がい者福祉のしおりやホームページ等で引き続
き周知、啓発を行います。

157 健幸長寿課
１０　障がい者虐待の
　　　早期発見・通報

障がい者に対する虐待を発見したときは、速やか
に障がい者虐待防止センターに通報するよう周知
します。

ホームページや広報で、周知を行います。
「障がい者虐待防止センター」について、障がい
者福祉のしおりやホームページ、市役所配架の
リーフレット等で周知しました。

B
「障がい者虐待防止センター」について、引き続
き障がい者福祉のしおりやホームページ等で周知
します。

158 健幸長寿課
１１　障がい者虐待の未然
　　　防止と解決のための
　　　体制整備

警察や医療機関等の関係団体と十分に連携し、虐
待案件の迅速な解決に取り組みます。また、福祉
サービス事業所における虐待案件については速や
かに茨城県に通報し、必要に応じて特別監査を実
施します。

虐待案件が発生した場合は、関係機関と連携し解
決に向けて取り組みます。

虐待（疑い）の相談や通報があった際に、関係機
関と連携しながら解決に向けて取り組みました。

B
虐待案件が発生した場合は、関係機関と連携し解
決に向けて取り組みます。

159 のびのび子育て課 １２　児童虐待防止対策

子ども家庭総合支援拠点＊体制のもと、福祉、保
健、医療、警察などの関係機関により構成する守
谷市子ども家庭支援ネットワーク協議会＊との連
携を行い、虐待の早期発見、早期対応に努めま
す。

子ども家庭センターを中心に、福祉、保健、医
療、警察などの関係機関により構成する守谷市子
ども家庭支援ネットワーク協議会との連携を行
い、虐待の早期発見、早期対応に努めます。

虐待対応については、保護者やこどもの聞きとり
をしながら、まずはこどもの安全を優先して対応
を実施。守谷市家庭支援ネットワーク協議会の関
係機関と連携しながら行うことができた。

B

こども家庭センターを中心に、福祉、保健、医
療、警察などの関係機関により構成する守谷市子
ども家庭支援ネットワーク協議会との連携を行
い、虐待の早期発見、早期対応に努める。

- 教育指導課

１３　総合教育支援センター
　　　事業
　　（不登校、いじめ、
　　　発達障がい等）※

不登校やいじめなどで配慮の必要な児童生徒，発
達障がい等を含め特別な支援を必要とする児童生
徒及びその保護者などに対して，専門的かつ積極
的な支援を行います。また，守谷市保幼小中高一
貫教育の理念に沿って，支援を必要とする児童生
徒に対して発達段階に即した計画的・継続的な支
援を行います。

令和６年度は、いじめ対策相談員を増員し、隔月
であったいじめ対策会議への参加を毎月としま
す。
また、検査員を増員したことで増加している未就
学児童の相談にも対応できるようにします。

いじめ対策相談員を増員したことで、市内全小中
学校で実施しているいじめ対策会議に毎月参加
（年間１２回）することができ、全校への指導・
助言を行うことができました。また、検査員を増
員したことで未就学児童の相談にも対応できるよ
うになり、１３９件検査を実施することができま
した。

A

令和７年度は、市内全小中学校に校内フリース
ペースを設置し、支援員を配置したことで、不登
校児童生徒への支援を強化します。
支援センターを含む関係者会議（定例会）を１２
回実施し、チーム支援の体制づくりを行います。

160 教育指導課
１４　いじめ防止対策
　　（いじめの未然防止、
　　　いじめの早期発見）

いじめ対策を総合的かつ効果的に推進するため，
守谷市いじめ防止基本方針のもと，いじめ対策組
織を整備し，早期対応，早期解決に努めます。

4月の学校公開日に保護者向けに法的ないじめの定
義について説明します。いじめ防止プログラムを
年４階実施。中学校区に１人配置されたSSWが各
校のいじめ対策会議に参加し、専門的な助言を得
られるようにします。

毎月1回実施している校内いじめ対策会議にて、早
期に対応しています。令和６年度のいじめの認知
件数は、小学校254件、中学校70件計324件。
解消率は67.6％となっています。

B

4月の学校公開日に学校長から保護者向けに法的な
いじめの定義について説明します。いじめ防止プ
ログラムを年４回実施。中学校区に１人配置され
たSSWが各校のいじめ対策会議に参加し、専門的
な助言を得られるようにします。
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第３期守谷市地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和４年度～令和８年度）　令和７年度調査票

161 教育指導課
１５　インクルーシブ教育の
　　　実践

「合理的な配慮」の提供が必要とされるインク
ルーシブ教育システムが全中学校区に広がり，ユ
ニバーサルデザイン＊の考えを取り入れた授業づ
くりを実践します。

ブラッシュアップ研修を12月までに市内13校実
施し、児童生徒の探究的な学びを推進することで
個々の最適な学びが充実するようにします。

市内13校においてブラッシュアップ研修を実施し
ました。また、特別支援教育推進及び理解を深め
るために、特別支援教育専門家を派遣依頼し、発
達性読み書き障害に係る研修も実施しました。
（年９回）

B

特別支援コーディネーター会議を実施し、特別支
援教育の推進を図ります。数値目標：年５回
発達性読み書きスクリーニングを実施することで
児童生徒の困り感やつまづきの早期発見に努めま
す。
対象：小学校１年生　中学校２年生
実施時期：夏休み前後の２回

- のびのび子育て課
１６　家庭児童相談事業※
（R6～）こども家庭センター事
業

０歳から18歳までの児童及びその保護者が抱える
家庭内の問題や教育上の問題など多種多様な問題
に対し、臨床心理士等の家庭相談員が相談対応を
行い、保護者と一緒に問題の解決や育児不安を解
消できるよう支援します。
（R6～）全ての妊産婦や子育て世帯、こどもを対
象に児童福祉と母子保健が一体となり、それぞれ
の家庭の状況に応じた相談や支援を切れ目なく行
います。

令和６年度から、子ども家庭センターを設置し、
児童福祉と母子保健の一体的な相談支援体制の整
備をしたことで、これまでの子育て世代包括支援
事業と家庭相談事業を統合します。
妊娠期から子育て期において、段階的に切れ目の
ない支援をしていくために、関係機関との連携を
図り、それぞれの専門性を発揮しながら、子供と
その家庭を中心としたサポートの充実に努めま
す。

妊娠届出時の専門職による面談（487人）、妊娠
８か月時のアンケート（妊娠届出をした全妊婦と
転入妊婦482人）、出産後のハローベビーの会
（地域子育て支援拠点で年93回）の実施を行い、
妊娠から出産、子育て期の保護者のニーズを積極
的に把握し、必要な情報を提供したり、相談に応
じて子育て不安の解消に努めました。

B

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を実現
するために、関係機関との連携を図り、それぞれ
の専門性を発揮しながら、支援を行っていきま
す。
また、サポートプランを活用しながら、こどもと
その家庭を中心とした支援の充実を図ります。

162
健幸長寿課
（地域包括支援ｾﾝ
ﾀｰ）

１７　消費者被害の防止

訪問販売業者等による高齢者の消費者トラブル特
殊詐欺等による被害を未然に防止するため、消費
生活センター等と定期的な情報交換を行うととも
に、民生委員・児童委員、介護支援専門員、訪問
介護員、シニアクラブによる高齢消費者見守りサ
ポーター等に必要な情報提供を行います。

市内権利擁護関係機関連絡会を実施し、消費生活
センターとの情報共有を行います。また、地域包
括支援センターが訪問時に消費者被害についての
チラシの配布や注意喚起を引き続き行います。

市内権利擁護関係機関連絡会において、消費生活
センターと情報共有を行いました。また、訪問時
に消費者被害についてのチラシの配布や注意喚起
を行いました。

B

市内権利擁護関係機関連絡会を実施し、消費生活
センターとの情報共有を行います。また、地域包
括支援センターが訪問時に消費者被害についての
チラシの配布や注意喚起を引き続き行います。

163 教育指導課 １８　福祉教育の推進
道徳の時間等において人権教育を実施するほか，
福祉体験学習の機会を通して障がいについての理
解を深める取組を行います。

今年度より始まった「いじめ防止プログラム」を
進める中で、道徳の時間や学級活動において計画
的に人権教育の取組を進めていく。福祉体験学習
については、総合的な学習の時間等において、継
続して進めていく。

各校で「いじめ防止プログラム」（4,6,9,11月）
に実施しました。また、道徳や特別活動の時間に
おいて、体験活動（車椅子体験・ブラインド
ウォーク体験等）を取り入れながら福祉教育を推
進しました。

B

「いじめ防止プログラム」を実施します。
数値目標：年４回（道徳２回・特別活用２回）
社会福祉協議会と連携を図った活動を推進しま
す。13校中半数以上が活用できるように調整をし
ます。
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